
子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
福祉政策
課

令和４年度地
域住民を見守
り、支えるネット
ワーク形成促
進事業（ゆい
まーる事業）

令和4年4
月1日

8,000,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４－３７３－１

第１６７条の
２第１項第２

号

本事業は、市町村における重層的支援体制整
備の構築や包括的な支援体制整備を促すこと
を目的としており、介護、障害、子育て、生活困
窮といった各福祉制度に精通し、地域の相談
支援機関等を適切にコーディネートする能力が
求められる。
同事業を効果的に遂行するため、地域におけ
る包括的支援体制の整備に精通し、取組実績
のある沖縄県社会福祉協議会と随意契約を締
結した。

特命随意
契約

2
福祉政策
課

令和４年度災
害時福祉支援
体制整備事業

令和4年4
月1日

7,788,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４－３７３－１

第１６７条の
２第１項第２

号

本事業は、災害時の福祉支援体制整備のた
め、社会福祉施設等への理解促進や施設間
応援協定の締結促進、チーム員の登録・養成・
編成といった社会福祉施設等との調整事務な
ど、県内の社会福祉施設等との円滑な連絡調
整や災害に対する知見と実績に基づいた平時
からの適切な対応が求められる。
同事業を効果的に遂行するため、県内の社会
福祉法人が所属している各種別協議会を束
ね、災害業務に精通し、各都道府県社協との
ネットワークを保有している沖縄県社会福祉協
議会と締結した。

特命随意
契約

3
福祉政策
課

沖縄県福祉人
材研修センター
事業委託契約

令和4年4
月1日

64,292,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４－３７３－１

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県社会福祉協議会は、社会福祉法第93
条の規定に基づき、沖縄県福祉人材センター
として沖縄県知事の指定を受けており、契約の
相手方が特定されているため。

特命随意
契約

4
福祉政策
課

地域生活定着
支援事業委託
契約

令和4年4
月1日

33,115,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町4-373-1

第167条の2
第1項第2号

　沖縄県社会福祉協議会は、離島を含めた全
県的な活動が可能であり、市町村社会福祉協
議会への指導助言等を通じて構築された関係
機関とのネットワークにより総合的な支援体制
が確保されており、そのような団体は同協議会
以外にない。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

5
福祉政策
課

喀痰吸引等研
修推進事業委
託契約

令和4年6
月3日

6,774,000 一般社団法人Kukuru 
沖縄県那覇市真地216-
17

第167条の２
第１項第２号

本事業は、喀痰吸引等研修を推進するため、
登録研修機関や事業所等の相談・支援、登録
研修機関の新規参入を促すものであり、価格
以外の実施体制や喀痰吸引等制度に関する
専門的知識を有すること、関係機関との連携
体制等を重視する必要があるため、企画提案
公募により当該団体を選定した。

6
保護・援護
課

生活保護等版
レセプト管理シ
ステムの使用
に関する契約

令和4年4
月1日

2,983,200
富士通Japan株式会社沖
縄支社

沖縄県那覇市久茂地１-
12-12

第167条の２
第１項第２号

本契約の目的物である生活保護等版レセプト
管理システムを納入できる業者が当該契約の
相手方のみであるため。

特命随意
契約

7
保護・援護
課

援護システム
運用支援業務

令和4年4
月1日

1,210,660 株式会社ヒロケイ
東京都江東区亀戸２－３
５－１３

第167条の２
第１項第２号

　厚生労働省が株式会社ヒロケイと令和２年度
から５年度までの４か年契約を行っているた
め、援護システムの運用上、他県及び厚生労
働省との取りまとめ処理が必要となることか
ら、本県のみが別の事業者と独自に契約を行
うことができない。
　よって、厚生労働省の通達どおり、沖縄県に
おいても、他県及び厚生労働省と同様に株式
会社ヒロケイと随意契約を締結するほうがより
効率的であると考えられることから、契約の相
手方とした。

特命随意
契約

8
保護・援護
課

令和４年度遺
骨収集に関す
る情報の収集
及び民間団体・
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体
等を支援する
事業に関する
委託契約

令和4年4
月1日

25,321,000
公益財団法人沖縄県平
和祈念財団

沖縄県糸満市字摩文仁
444番地

第167条の２
第１項第２号

公益財団法人沖縄県平和祈念財団は、国立
沖縄戦没者墓苑清掃管理の受託、戦没者遺
骨仮安置室の管理補助を実施していることか
ら、遺骨帰還に関する情報収集・整理、ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱ団体への支援及び現場における遺骨の収
容、納骨等の業務を専門的かつ一元的に取り
扱うことが可能であり、沖縄県における遺骨収
集事業の効率化と加速化が図られることから、
契約の相手方とした。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

9
保護・援護
課

国立沖縄戦没
者墓苑清掃管
理委託

令和4年4
月1日

3,093,000
公益財団法人沖縄県平
和祈念財団

沖縄県糸満市字摩文仁
444番地

第167条の２
第１項第２号

国立沖縄戦没者墓苑は、常に霊域にふさわし
い環境を保つ必要があるため、定期的な清
掃、樹木管理、巡視等が必要である。公益財
団法人沖縄平和祈念財団は、戦没者を慰霊・
顕彰し、また霊域の尊厳を守るため追悼施設
及び関連施設の維持管理等を設立目的として
いる。加えて、同墓苑周辺の都道府県慰霊塔
の清掃管理委託を受託しており、霊域の効率
的な管理が可能となることから、契約の相手方
とした。

特命随意
契約

10
保護・援護
課

公衆用トイレ清
掃管理委託

令和4年4
月1日

1,718,000
公益財団法人沖縄県平
和祈念財団

沖縄県糸満市字摩文仁
444番地

第167条の２
第１項第２号

霊域内に設置されたトイレは、常に霊域にふさ
わしい環境を保つ必要があるため、定期的な
清掃、巡視等が必要である。公益財団法人沖
縄平和祈念財団は、戦没者を慰霊・顕彰し、霊
域の尊厳を守るため追悼施設及び関連施設
の維持管理等を設立目的としている。加えて、
同トイレ周辺の都道府県慰霊塔の清掃管理委
託を受託しており、霊域の効率的な管理が可
能となることから、契約の相手方とした。

特命随意
契約

11
保護・援護
課

生活困窮者自
立支援事業業
務委託

令和4年4
月1日

163,983,952
公益財団法人沖縄県労
働者福祉基金協会

沖縄県泉崎二丁目105番
18号官公労共済会館５階

第167条の２
第１項第２号

本事業は、生活困窮者及び生活困窮者の家
族その他の関係者からの相談に応じ、必要な
情報提供及び助言をし、関係機関との連絡調
整を行うとともに、生活困窮者自立支援法に基
づく様々な支援を包括的かつ計画的に行うこと
により、生活困窮者の自立を促進するものであ
る。公募型プロポーザル方式により、価格以外
の支援体制、関係機関との連携体制等を評価
した結果、当該契約の相手方を選定することと
なった。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

12
保護・援護
課

生活困窮者等
就労準備支援
事業業務委託

令和4年4
月1日

60,534,991
公益財団法人沖縄県労
働者福祉基金協会

沖縄県泉崎二丁目105番
18号官公労共済会館５階

第167条の２
第１項第２号

本事業は、就労に必要な実践的な知識・技能
等が不足しているだけではなく、複合的な課題
があり就労に向けた準備が整っていない生活
困窮者（被保護者を含む。）に対し、一般就労
に向けた準備としての基礎能力の形成からの
支援を実施するものである。公募型プロポーザ
ル方式により、価格以外の支援体制、関係機
関との連携体制等を評価した結果、当該契約
の相手方を選定することとなった。

特命随意
契約

13
保護・援護
課

令和4年度
WinActorシナリ
オ作成・運用支
援及び給付金
支給支援業務

令和4年4
月1日

9,900,000
株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ九州

福岡県福岡市博多区博
多駅前１丁目１７番２１号

第167条の２
第１項第５号

本事業は、新型コロナウイルス感染症の影響
により生活困窮している方に一定額を給付す
る事業である。効率的な支給事務を行うため、
本県の支給事務等で使用しており、かつAI技
術であるRPAシナリオの著作権を保有する当
該契約の相手方を選定した。

特命随意
契約

14
保護・援護
課

沖縄県子ども
の健全育成事
業（南部圏域）
業務委託

令和4年4
月1日

19,184,619
特定非営利活動法人珊
瑚舎スコーレ

沖縄県南城市佐敷字津
波古509－４

第167条の２
第１項第２号

本事業は、貧困の連鎖を防止するため、生活
保護世帯を含む生活困窮世帯の子ども及び保
護者を対象に、学習支援だけでなく、日常生活
習慣の形成や、体験活動の提供等による社会
性の育成、子どもの養育に関する知識や各種
支援制度の情報提供等、世帯の実情に即した
様々な支援を行うものであり、プロポーザル方
式により企画提案公募を行い、困難な状況に
置かれた子どもたち等への学習支援について
優れた企画提案を行った事業者として当該契
約の相手方を選定したところである。
当該企画提案公募では、生活困窮世帯に対す
る継続的な支援を実施するため、複数年の事
業計画及び見積書を徴して評価、選定してい
ることから、同団体へ委託し事業を実施する。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

15
保護・援護
課

沖縄県子ども
の健全育成事
業（中部圏域）
業務委託

令和4年4
月1日

19,933,694
特定非営利活動法人エ
ンカレッジ

沖縄県中頭郡北中城村
字渡口981－２

第167条の２
第１項第２号

本事業は、貧困の連鎖を防止するため、生活
保護世帯を含む生活困窮世帯の子ども及び保
護者を対象に、学習支援だけでなく、日常生活
習慣の形成や、体験活動の提供等による社会
性の育成、子どもの養育に関する知識や各種
支援制度の情報提供等、世帯の実情に即した
様々な支援を行うものであり、プロポーザル方
式により企画提案公募を行い、困難な状況に
置かれた子どもたち等への学習支援について
優れた企画提案を行った事業者として当該契
約の相手方を選定したところである。
当該企画提案公募では、生活困窮世帯に対す
る継続的な支援を実施するため、複数年の事
業計画及び見積書を徴して評価、選定してい
ることから、同団体へ委託し事業を実施する。

特命随意
契約

16
保護・援護
課

沖縄県子ども
の健全育成事
業（北部圏域）
業務委託

令和4年4
月1日

2,618,000
一般社団法人教育振興
会

沖縄県浦添市城間１丁目
２番１号

第167条の２
第１項第２号

本事業は、貧困の連鎖を防止するため、生活
保護世帯を含む生活困窮世帯の子ども及び保
護者を対象に、学習支援だけでなく、日常生活
習慣の形成や、体験活動の提供等による社会
性の育成、子どもの養育に関する知識や各種
支援制度の情報提供等、世帯の実情に即した
様々な支援を行うものであり、プロポーザル方
式により企画提案公募を行い、困難な状況に
置かれた子どもたち等への学習支援について
優れた企画提案を行った事業者として当該契
約の相手方を選定したところである。
当該企画提案公募では、生活困窮世帯に対す
る継続的な支援を実施するため、複数年の事
業計画及び見積書を徴して評価、選定してい
ることから、同団体へ委託し事業を実施する。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

17
保護・援護
課

沖縄県生活保
護システム保
守業務委託契
約

令和4年4
月1日

2,530,000
富士通Japan株式会社沖
縄支社

沖縄県那覇市久茂地１-
12-12

第167条の２
第１項第２号

沖縄県が使用する生活保護システムを開発し
た業者へ随意契約することにより、システムに
関する問い合わせ対応、障害発生時における
対応等、システムの運用が図られ、円滑な業
務遂行につながるため。

特命随意
契約

18
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県若年性認
知症支援推進
事業

令和4年4
月1日

8,994,000 特定医療法人アガペ会
宜野湾市普天間１－９－
３

第167条の２
第１項第２号

若年性認知症は、働き盛りの世代に発症する
ため、本人の医療的な治療だけでなく、本人や
家族の生活への影響が大きく、本事業を実施
するためには介護保険・障害福祉・医療などの
既存の制度を熟知し、本人や家族を関係機関
へと繋いでいくための専門性と組織力が必要
であり、次に掲げる要件を満たす必要がある。
（１）若年性認知症に関しての理解がある。
（２）若年性認知症専門員という専門認定資格
を有し、支援コーディネーターを担える職員が
いる。
（３）本人交流会・家族のつどい、講演会等を開
催することができる。
（４）認知症疾患医療センターと適切に連携で
きる。
　特定医療法人アガペ会は、若年性認知症支
援推進事業の委託業務となる本人交流会・家
族のつどいにスタッフとして関わり、その場や
講演会会場の提供、若年性認知症支援専門
員がいること、認知症疾患医療センターとして
指定を受け、認知症疾患に関する鑑別診断・
治療・専門医療相談等、また地域保健医療・介
護関係者への研修等を実施している。本事業
の実施にあたっては、その事業実績を活かし、
また当団体が有する知識や情報及び相談対
応など各種のノウハウを活用することで効果的
に事業が実施できる唯一の機関である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

19
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

10,074,000 琉球大学病院
沖縄県西原町字上原207
番地

第167条の２
第１項第２号

 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
　委託予定法人が運営する病院は、要綱第5
条の事業を実施する病院として、要綱第4条に
定める指定基準を満たし、要綱第3条に基づ
き、本県の指定を受けた病院であることから、
要綱第2条に基づき、本事業を上記法人に委
託するものである。

特命随意
契約

20
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

5,621,000
医療法人タピック　宮里
病院

沖縄県名護市字宇茂佐
1763番地2

第167条の２
第１項第２号

 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
　委託予定法人が運営する病院は、要綱第5
条の事業を実施する病院として、要綱第4条に
定める指定基準を満たし、要綱第3条に基づ
き、本県の指定を受けた病院であることから、
要綱第2条に基づき、本事業を上記法人に委
託するものである。

特命随意
契約

21
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

5,621,000
特定医療法人アガペ会
北中城若松病院

沖縄県北中城村字大城
311番地

第167条の２
第１項第２号

 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
 委託予定法人が運営する病院は、要綱第5条
の事業を実施する病院として、要綱第4条に定
める指定基準を満たし、要綱第3条に基づき、
本県の指定を受けた病院であることから、要綱
第2条に基づき、本事業を上記法人に委託する
ものである。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

22
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

5,621,000
医療法人社団輔仁会　嬉
野が丘サマリヤ人病院

沖縄県南風原町字新川
460番地

第167条の２
第１項第２号

　 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
　委託予定法人が運営する病院は、要綱第5
条の事業を実施する病院として、要綱第4条に
定める指定基準を満たし、要綱第3条に基づ
き、本県の指定を受けた病院であることから、
要綱第2条に基づき、本事業を上記法人に委
託するものである。

特命随意
契約

23
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

5,621,000
医療法人天仁会　天久台
病院

沖縄県那覇市天久1123
第167条の２
第１項第２号

 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
　委託予定法人が運営する病院は、要綱第5
条の事業を実施する病院として、要綱第4条に
定める指定基準を満たし、要綱第3条に基づ
き、本県の指定を受けた病院であることから、
要綱第2条に基づき、本事業を上記法人に委
託するものである。

特命随意
契約

24
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

2,209,000
医療法人たぶの木　うむ
やすみゃあす・ん診療所

沖縄県宮古島市平良字
下里1477-4

第167条の２
第１項第２号

 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
　委託予定法人が運営する病院は、要綱第5
条の事業を実施する病院として、要綱第4条に
定める指定基準を満たし、要綱第3条に基づ
き、本県の指定を受けた病院であることから、
要綱第2条に基づき、本事業を上記法人に委
託するものである。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

25
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症疾
患医療センター
運営事業

令和4年4
月1日

2,464,000 ぬちぐすい診療所 石垣市登野城623-6
第167条の２
第１項第２号

 本事業の実施については、沖縄県認知症疾
患医療センター運営実施要綱（以下「要綱」と
いう。）第2条に基づき、沖縄県知事が指定する
病院に委託して事業を行うこととしている。
　委託予定法人が運営する病院は、要綱第5
条の事業を実施する病院として、要綱第4条に
定める指定基準を満たし、要綱第3条に基づ
き、本県の指定を受けた病院であることから、
要綱第2条に基づき、本事業を上記法人に委
託するものである。

特命随意
契約

26
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県生活支援
コーディネー
ター養成研修
等事業

令和4年4
月22日

8,684,590
特定非営利活動法人全
国コミュニティライフサ
ポートセンター

宮城県仙台市青葉区木
町16－30

第167条の２
第１項第２号

本事業は、生活支援体制整備に係る生活支援
コーディネーター養成研修、地域づくり市町村
支援を行うものである。
特定非営利活動法人全国コミュニティライフサ
ポートセンターは、同法人理事が、厚生労働省
生活支援コーディネーター指導者養成事業の
委員であったことから、法及びガイドラインに基
づく、同コーディネーター研修の目的、コーディ
ネーターが兼ね備えるべく知識等を十分に理
解しており、また、同法人は、現時点で　全国
で唯一、体系的な研修メニュー（初級、基礎、
実践、応用研修等）を企画・実践することがで
きる。
また、初級研修、基礎研修、応用研修、実践研
修と体系的実施することに加え、平成29年度
からは市町村への試行的派遣型による研修、
地域づくり支援などを実施しており、当該法人
以外に適正かつ円滑に業務を遂行できる法人
は確認できないことから特命随意契約とした。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

27
高齢者福
祉介護課

緊急時介護人
材応援派遣に
かかるコーディ
ネート事業業
務委託

令和4年4
月1日

4,799,658 合同会社　Social action
沖縄県浦添市西原５－６
－２

第167条の２
第１項第２号

緊急時介護人材応援派遣にかかるコーディ
ネート事業は、高齢者施設で新型コロナウイル
ス感染症が発生し、職員が陽性または濃厚接
触者となり、職員が不足する状況となった場合
に、他の高齢者施設から応援職員を派遣し、
職員不足を解消し、介護が必要な高齢者に対
し、介護サービスを継続する事業である。
　応援する職員は感染者が発生した施設での
介護等を行うことから、新型コロナウイルスに
感染するというリスクを伴う業務を担うこととな
るため、感染管理に対する高度な専門的な知
識があり、感染者が発生した施設で実際に介
護に携わった経験のある者で、介護保険制度
や医療保険制度、高齢者施設の状況を熟知し
た者が実施することが求められることから、沖
縄県内の施設で高齢者施設内で新型コロナウ
イルスが発生した当初から応援業務に携わ
り、地域の医療、介護と連携を図りながら数多
くの業務を実施してきており、介護保険、医療
保険等の専門知識を有している左記法人を契
約相手方に選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

28
高齢者福
祉介護課

令和４年度在
宅医療・介護連
携に関する市
町村支援事業

令和4年4
月1日

5,000,000
一般社団法人　沖縄県医
師会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川２１８－９

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、市町村が実施する在宅医療・介
護連携事業における現状把握、課題分析、そ
の課題解決に向けた取組等を支援するもので
あり、専門的知識、高度な技術が必要となる。
　また、県内全域で医療分野との連携を図るた
めには、地域の病院・診療所等をとりまとめる
団体との協力が不可欠となる。
　県医師会は、専門的知識、高度な技術を持
ち、また、各地区医師会（北部、中部、浦添市、
那覇市、南部、宮古、八重山、公務員医師会、
琉球大学医師会、国療沖縄公務員医師会、那
覇市立病院医師会（11地区　医師会））を取り
まとめており、本事業を適切に実施できる唯一
の団体であることから、同団体と契約を締結す
ることとする。

特命随意
契約

29
高齢者福
祉介護課

令和４年度度
入退院支援連
携デザイン事
業

令和4年4
月1日

3,962,145
一般社団法人　沖縄県医
療ソーシャルワーカー協
会

那覇市字天久1000番地
第167条の２
第１項第２号

　本事業は、在宅医療・介護連携推進事業の
取組のうち、「切れ目のない在宅医療と介護の
提供体制の構築推進」、「医療・介護関係者の
情報共有の支援」において、入退院支援連携
に係る豊富な経験と医療及び社会福祉の高い
専門知識を活かし、専門研修の実施、入退院
に係る課題解決のための助言等を通じて、市
町村の入退院支援連携に係る取組を支援する
ものである。
　沖縄県医療ソーシャルワーカー協会は、社会
福祉の立場から患者やその家族の抱える経済
的・心理的・社会的問題の解決、調整を援助
し、社会復帰の促進を図る業務を担う専門的
な職能団体であり、本委託業務を円滑かつ適
切に遂行できる唯一の団体であることから、同
団体と契約を締結することとする。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

30
高齢者福
祉介護課

令和４年度地
域包括ケアシ
ステム市町村
モデル構築支
援等業務

令和4年4
月28日

14,137,640
三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社

東京都港区虎ノ門5-11-
2

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、令和３年度から令和５年度までの
第８期介護保険事業計画内において、集中的
かつ効果的に取り組む３か年プロジェクト事業
である。事業実施にあたっては、プロポーザル
方式により３か年プロジェクト事業を前提とした
企画提案の審査を行い、三菱UFJリサーチ＆
コンサルティング株式会社を選定した。
　今年度は３か年事業の２年目であり、１年目
の業務実績にを踏まえ、２年目業務も十分に
履行できるものと判断されることから、引き続き
相手方として特定し継続するもの。

プロポー
ザル

31
高齢者福
祉介護課

沖縄県高齢者
虐待対応力向
上事業

令和4年4
月1日

2,428,000
一般社団法人沖縄県社
会福祉士会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目１３５－１

第167条の２
第１項第２号

　（一社）沖縄県社会福祉士会は、県域の社会
福祉士（専門的知識及び技術をもつて、身体
上若しくは精神上の障害があること又は環境
上の理由により日常生活を営むのに支障があ
る者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導、
福祉サービスを提供する者又は医師その他の
保健医療サービスを提供する者その他の関係
者との連絡及び調整その他の援助を行うこと
を業とする者（社会福祉士及び介護福祉士法
第２条））の県内で唯一の職能団体であり、会
員に地域包括支援センター等における相談対
応経験が豊富な社会福祉士や成年後見受任
者が多く在籍している。
　本事業の実施にあたっては、市町村や地域
包括支援センターから支援困難事例等に関す
る相談を直接受け、必要な助言等を行うため
に、市町村等に対するスーパーバイズ能力を
持った者の確保が必要である。
　このため、専門性と豊富な相談対応経験を有
する会員が所属する（一社）沖縄県社会福祉
士会が委託先として唯一適当である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

32
高齢者福
祉介護課

成年後見制度
等の普及促進
事業

令和4年4
月1日

1,444,000
一般社団法人沖縄県社
会福祉士会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目１３５－１

第167条の２
第１項第２号

　（一社）沖縄県社会福祉士会は、県域の社会
福祉士（専門的知識及び技術をもつて、身体
上若しくは精神上の障害があること又は環境
上の理由により日常生活を営むのに支障があ
る者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導、
福祉サービスを提供する者又は医師その他の
保健医療サービスを提供する者その他の関係
者との連絡及び調整その他の援助を行うこと
を業とする者（社会福祉士及び介護福祉士法
第２条））の県内で唯一の職能団体である。　ま
た、成年後見・権利擁護センター「ぱあとなあ
沖縄」を設置運営し、家庭裁判所から成年後
見人を受任するなど、成年後見制度の実務に
携わっている者が多数いることから委託先とし
て唯一適当である。

特命随意
契約

33
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県介護支援
専門員資質向
上研修事業委
託契約

令和4年4
月1日

46,651,999
一般社団法人　沖縄県介
護支援専門員協会

那覇市首里石嶺町4-
373-1

第167条の２
第１項第２号

　契約相手方である一般社団法人沖縄県介護
支援専門員協会は、介護支援専門員の職業
倫理や資質の向上と介護保険に関する知識・
技術の普及を図り、県民の保健、医療、福祉
の増進に寄与することを目的に設立された職
能団体である。また、厚生労働省が定める法
定研修事業を沖縄県より平成22年度から現在
まで受託し、研修の運営、講師の確保等に熟
知していることから、本委託業務を効果的に遂
行できる唯一の団体である。
　同法人は、約千名の介護支援専門員で組織
されるとともに、県内各地域に支部が設置さ
れ、現場におけるさまざまな課題を随時解決す
るとともに、スキルアップ研修を実施する等組
織体制が充実し、現場に精通し十分な知識と
経験を有した介護支援専門員も多数擁してお
り、本事業の効果的な執行が見込まれる唯一
の団体である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

34
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県多職種連
携ケアマネジメ
ント研修事業

令和4年6
月1日

1,171,999
一般社団法人 沖縄県介
護支援専門員協会

沖縄県那覇市首里石嶺
町
4丁目373番地の１

第167条の２
第１項第２号

　契約相手方である一般社団法人沖縄県介護
支援専門員協会は、介護支援専門員の職業
倫理や資質の向上と介護保険に関する知識・
技術の普及を図り、県民の保健、医療、福祉
の増進に寄与することを目的に設立された職
能団体である。また、厚生労働省が定める法
定研修事業を沖縄県より平成22年度から現在
まで受託し、研修の運営、講師の確保等に熟
知していることから、本委託業務を効果的に遂
行できる唯一の団体である。
　同法人は、約千名の介護支援専門員で組織
されるとともに、県内各地域に支部が設置さ
れ、現場におけるさまざまな課題を随時解決す
るとともに、スキルアップ研修を実施する等組
織体制が充実し、現場に精通し十分な知識と
経験を有した介護支援専門員も多数擁してお
り、本事業の効果的な執行が見込まれる唯一
の団体である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

35
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県主任介護
支援専門員
フォローアップ
研修事業

令和4年6
月1日

1,771,999
一般社団法人 沖縄県介
護支援専門員協会

沖縄県那覇市首里石嶺
町
4丁目373番地の１

第167条の２
第１項第２号

　契約相手方である一般社団法人沖縄県介護
支援専門員協会は、介護支援専門員の職業
倫理や資質の向上と介護保険に関する知識・
技術の普及を図り、県民の保健、医療、福祉
の増進に寄与することを目的に設立された職
能団体である。また、厚生労働省が定める法
定研修事業を沖縄県より平成22年度から現在
まで受託し、研修の運営、講師の確保等に熟
知していることから、本委託業務を効果的に遂
行できる唯一の団体である。
　同法人は、約千名の介護支援専門員で組織
されるとともに、県内各地域に支部が設置さ
れ、現場におけるさまざまな課題を随時解決す
るとともに、スキルアップ研修を実施する等組
織体制が充実し、現場に精通し十分な知識と
経験を有した介護支援専門員も多数擁してお
り、本事業の効果的な執行が見込まれる唯一
の団体である。

特命随意
契約

36
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県介護人材
キャリアアップ
研修支援事業

令和4年4
月1日

6,708,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目373番地の1

第167条の２
第１項第２号

　契約の相手方である社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会は、社会福祉法第94条に定める
業務を行う都道府県福祉人材センターとして、
同法第93条の規定に基づく沖縄県知事の指定
を唯一受けている。
　本事業における委託契約は、地方自治法施
行令第167条の２第１項第２号の「その性質又
は目的が競争入札に適さないもの」及び随意
契約ガイドライン「法令等により、契約の相手
方が特定される場合」に該当するため、随意契
約を行う。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

37
高齢者福
祉介護課

令和４年度外
国人介護人材
支援研修事業

令和4年4
月28日

2,999,069
公益財団法人介護労働
安定センター沖縄支部

沖縄県那覇市前島３丁目
２５－５とまりんアネック
スビル１階

第167条の２
第１項第２号

　外国人介護人材への支援は、公益性の高い
団体において継続的に実施し、ノウハウを蓄積
することが望ましいと考え、介護労働者の雇用
管理の改善、能力の開発・向上、その他の福
祉の向上を図るための総合的支援機関とし
て、厚生労働大臣から「介護労働者法(第15
条)」の指定法人に全国で唯一指定されている
左記法人を契約相手に選定した。

特命随意
契約

38
高齢者福
祉介護課

令和３年度沖
縄県介護職員
資質向上等研
修事業（サービ
ス提供責任者
適正実施研修）
委託契約

令和4年4
月1日

1,249,457
一般社団法人沖縄県介
護福祉士会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目373-１

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県介護福祉士会は、介護福祉士の資質
向上を図るとともに、県民の福祉の増進に寄
与することを目的として設立された介護福祉士
の専門職能団体であり、県内各地に協会員が
多数いるため各講師予定者との連携が図りや
すい。
　また、研修内容に関しても、日本介護福祉士
会がカリキュラムを定めた「サービス提供責任
者研修」を基に実施するため全国的に水準の
保たれた質の高い研修を実施できる。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

39
高齢者福
祉介護課

令和４年度多
職種連携ケア
マネジメント基
盤強化促進事
業

令和4年4
月1日

2,500,000
公益社団法人沖縄県理
学療法士協会

沖縄県沖縄市仲宗根町
29番９号

第167条の２
第１項第２号

本事業は、市町村、地域包括支援センターの
職員、地域のリハビリテーション専門職等に対
して、疾患別アプローチによる多職種協働実践
研修を行うものである。
公益社団法人沖縄県理学療法士協会は、国
家資格である理学療法士の職業倫理や資質
の向上と保健・医療・介護に関するリハビリ
テーションにかかる知識・技術の普及を図り、
県民の保健、医療、福祉の増進に寄与するこ
とを目的に設立された公益団体であり、公益目
的事業として地域包括ケアシステム（県・市町
村介護予防支援）に関する事業も位置づけて
いる。また、同法人は、県内の保険者と連携す
る等、現場に精通し、保険者とも意思疎通がで
きる十分な知識と経験を有した理学療法士も
多数擁しており、本事業の効果的な執行が見
込まれる唯一の団体である。

特命随意
契約

40
高齢者福
祉介護課

令和４年度地
域支援事業等
市町村支援ア
ドバイザリー事
業

令和4年4
月1日

6,559,000
公益社団法人沖縄県理
学療法士協会

沖縄県沖縄市仲宗根町
29番９号

第167条の２
第１項第２号

本事業は、市町村及び地域包括支援センター
においてより効果的に地域支援事業に関する
業務を行えるよう、医療・介護の専門職を派遣
し伴走的支援を行うとともに、市町村等職員の
資質向上を支援するための研修を実施するも
のである。
公益社団法人沖縄県理学療法士協会は、国
家資格である理学療法士の職業倫理や資質
の向上と保健・医療・介護に関するリハビリ
テーションにかかる知識・技術の普及を図り、
県民の保健、医療、福祉の増進に寄与するこ
とを目的に設立された公益団体であり、公益目
的事業として地域包括ケアシステム（県・市町
村介護予防支援）に関する事業も位置づけて
いる。また、同法人は、県内の保険者と連携す
る等、現場に精通し、保険者とも意思疎通がで
きる十分な知識と経験を有した理学療法士も
多数擁しており、本事業の効果的な執行が見
込まれる唯一の団体である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

41
高齢者福
祉介護課

令和４年度保
険者機能等基
盤強化促進事
業

令和4年4
月1日

6,497,562
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
－18

第167条の２
第１項第２号

本事業は、介護給付費適正化システムを活用
した市町村の介護給付費適正化に関する取組
への支援や、ＫＤＢシステムを活用したデータ
ヘルスに基づく地域分析支援等を行うものであ
る。
沖縄県国民健康保険団体連合会は、国民健
康保険法第83条に基づく公法人であり、国、都
道県及び市町村が進めるデータヘルス計画を
支えるKDBデータシステムを構築し、それを運
用管理する枢要な団体であり、本事業の効果
的な執行が見込まれる唯一の団体である。
また同法人は、市町村で活躍する保健師と緊
密に連携する等、現場に精通し、市町村保険
部局等とも意思疎通ができる十分な知識と、そ
れに基づく業務指導等を担う団体である。

特命随意
契約

42
高齢者福
祉介護課

令和４年度多
職種連携ケア
プラン点検支
援事業

令和4年4
月1日

4,499,999
一般社団法人沖縄県介
護支援専門員協会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目373－1

第167条の２
第１項第２号

本事業は、介護給付適正化の推進のため、保
険者が実施する介護予防及び介護給付にか
かるケアプラン点検業務に関し、技術的支援を
行うものである。
一般社団法人沖縄県介護支援専門員協会
は、介護支援専門員の職業倫理や資質の向
上と介護保険に関する知識・技術の普及を図
り、県民の保健、医療、福祉の増進に寄与する
ことを目的に設立された職能団体であり、厚生
労働省が定める法定研修事業を沖縄県より平
成22年度から現在まで受託している。また、介
護支援専門員で組織される県内で唯一の職能
団体であり、県内各地域に支部が設置され、
現場におけるさまざまな課題を適宜解決すると
ともに、県内の保険者とも支部レベルで連携す
る等、現場に精通し、保険者とも意思疎通がで
きる十分な知識と経験を有した介護支援専門
員も多数擁していることから、本事業の効果的
な執行が見込まれる唯一の団体である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

43
高齢者福
祉介護課

令和４年度地
域リハビリ専門
職等広域調整
等事業

令和4年4
月1日

3,000,000
一般社団法人沖縄県リ
ハビリテーション専門職
協会

沖縄県沖縄市仲宗根町
29番９号

第167条の２
第１項第２号

本事業は、地域リハビリテーション活動支援事
業に関するコーディネート業務、リハビリ専門
職等に対する研修を行うもの。
一般社団法人沖縄県リハビリテーション専門
職協会は、理学療法士、作業療法士、言語聴
覚士の会員で構成する団体で、沖縄県のリハ
ビリテーションの向上に努め、もって県民の医
療・保健・福祉の増進に寄与することを目的に
設立された職能団体であり、平素から関連団
体として、歯科衛生士会、栄養士会、薬剤師会
と連携が取られており、これまでも市町村にお
ける研修会、委員等を受託している。
　本事業を確実かつ円滑に実施し、効果的な
執行が見込まれるのは、これまで市町村を伴
走的に支援してきた実績を有し、また平素から
多様な関連する専門職団体との連携を図って
いる同法人が唯一の団体である

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

44
高齢者福
祉介護課

令和4年度沖縄
県高齢者自身
の取り組み支
援事業

令和4年4
月1日

57,529,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町4丁目373番地1

第167条の２
第１項第２号

(福）沖縄県社会福祉協議会は県域における社
会福祉の推進を図るため、社会福祉法第110
条に基づき設立された団体である。また、同協
議会「いきいき長寿センター」は、県の行革プラ
ンによる２度の組織統合により平成18年４月よ
り(福）沖縄県社会福祉協議会の一部署となっ
ているが、もともとは平成元年に策定された国
の「高齢者保健福祉推進10か年戦略」（ゴール
ドプラン）において『各都道府県に「明るい長寿
社会推進機構」を設置し「高齢者の生きがいと
健康づくり進事業」を実施する』と謳われたこと
を受け平成元年４月に県が設立した(財)沖縄
県長寿社会振興財団であり、現在でも沖縄県
における「明るい長寿社会推進機構」の役割を
担う。当該委託事業については､平成元年10
月19日老福第187号厚生省大臣官房老人保健
福祉部長通知により各都道府県知事に「明る
い長寿社会推進機構」を推進母体として実施
することが求められていることから、「いきいき
長寿センター」が市町村社会福祉協議会等関
係機関と連携し担っており、その要件を満たす
のは当該法人以外にない。

特命随意
契約

45
高齢者福
祉介護課

令和5年度沖縄
県高齢者自身
の取り組み支
援事業

令和4年4
月2日

10,736,999
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町4丁目373番地2

第167条の２
第１項第３号

契約の相手方である（福）沖縄県社会福祉協
議会は、沖縄県における社会福祉事業の能率
的運営と組織的活動を展開し、地域福祉の増
進を図ることを目的とした団体であり、介護保
険制度の円滑な推進を図るための事業、県民
向けの介護実習教室や福祉ボランティア等の
福祉人材の育成等を実施している。また、同法
人は県内最高水準の介護実習室を備える沖
縄県総合福祉センターの指定管理委託を受け
た法人であり、施設を利用者の立場に立ちつ
つ効果的・効率的に運営する業務を担ってい
る。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

46
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県認知症介
護実践者等養
成事業

令和4年5
月24日

6,858,722
一般社団法人沖縄県認
知症介護指導者会

沖縄県浦添市当山２丁目
17-11

第167条の２
第１項第２号

当該「認知症介護実践者等養成事業（内訳：６
研修）」に係る講師は、該当する研修を企画・
立案し、講義・演習・実習を担当することができ
る能力を身につけるための「認知症介護指導
者養成研修」を修了し、現にその能力を身につ
けた者に担わせることが適切であり、その「認
知症介護指導者養成研修」を修了した者で組
織される「一般社団法人沖縄県認知症介護指
導者会」は、適切に事業実施できる能力を有す
る県内唯一の団体である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

47
高齢者福
祉介護課

令和４年度沖
縄県有料老人
ホーム管理シ
ステム保守業
務委託契約書

令和4年4
月1日

990,000 株式会社国建システム
沖縄県那覇市久茂地1丁
目2番20　OTV国和プラ
ザ8階

第167条の２
第１項第２号

１　本契約の履行にあたって事業者に求めら
れる事項
本契約の履行にあたっては、既存システム(沖
縄県有料・特養老人ホーム管理システム)への
悪影響の回避が求められるほか、介護保険事
業所情報の更新にあたっては既存施設情報の
確保が前提となる。また、システムの稼働にあ
たっては、既存システム構成に使用される排他
的権利を有しこれを活用した改修が可能な事
業者である必要があり、業務受託者には次の
事項が求められることとなる。
①既存システム(メインシステムをはじめ13サブ
システム)の全体・各部構成の熟知。
②既存施設情報の用語や設置届・立入検査な
ど管理業務に係る必要書類の基礎知識。
③既存システムに利用される著作権等の排他
的権利の保持。
上記を踏まえ事業者を確認したところ、「株式
会社　国建システム」に優位性があるものと認
められる。
これらから、本業務を実施する事業者として
「株式会社　国建システム」が唯一選定される
ため、同時業者を相手方とした特命随意契約
として契約を締結する。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

48
高齢者福
祉介護課

介護職員処遇
改善事業補助
金支払等業務
委託事業

令和4年5
月31日

7,780,947
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西３丁目14
－18

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、新型コロナウイルス感染症への
対応と少子高齢化への対応が重なる最前線に
おいて働く介護職員の処遇の改善のため、賃
上げ効果が継続される取組を行うことを前提と
して、令和４年２月から９月までの間、 収入を
３％程度（月額 9,000 円）引き上げるための措
置を実施するものである。
　国は、本補助金の執行にあたっては、介護報
酬の支払い業務と同様の事務手続き及びスケ
ジュールを示しており、各都道府県の国民健康
保険団体連合会県との契約を想定していると
ころであるが、沖縄県国民健康保険団体連合
会は、本県における介護報酬の支払等業務を
担う唯一の団体であり、本会の有するシステム
を活用することにより、補助金額の算定及び支
払が迅速かつ適切に執行することができること
から、本事業を適切に実施できる能力を有す
る唯一の団体である。

特命随意
契約

49
青少年・子
ども家庭課

令和４年度沖
縄県子ども・若
者総合相談セ
ンター事業（ソ
ラエなは）

令和4年4
月1日

31,344,000
ＮＰＯ法人サポートセン
ターゆめさき

沖縄県沖縄市高原６丁目
７－４０

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により提案事業者を公募し
たところ当該事業者からの応募があり、選定委
員による審査の結果、契約者として適当と評価
されたため、契約者として選定した。

50
青少年・子
ども家庭課

令和４年度沖
縄県子ども・若
者総合相談セ
ンター事業（ソ
ラエなご）

令和4年4
月1日

3,900,000
NPO法人ワーカーズコー
プ

東京都豊島区東池袋1-
44-3　池袋ISPタマビル

第167条の２
第１項第２号

地域における子ども・若者支援の実情を把握し
ており、他機関や他事業と有機的に連携し、事
業の目的を効果的かつ的確に実施できる団体
であることから契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

51
青少年・子
ども家庭課

令和４年度子
ども・若者社会
適応促進事業

令和4年4
月1日

7,500,000

①NPO法人サポートセン
ターゆめさき
②NPO法人ワーカーズ
コープ

①沖縄県沖縄市高原６丁
目７－４０
②東京都豊島区東池袋
1-44-3　池袋ISPタマビル

第167条の２
第１項第２号

厚生労働省が実施する地域若者サポートス
テーション事業と連携を図り、一体的に実施す
ることで社会適応から就業までワンストップの
支援が可能となることから、地域若者サポート
ステーションの実施団体を委託先として選定し
た。

特命随意
契約

52
青少年・子
ども家庭課

社会的養護自
立支援事業

令和4年4
月1日

23,812,000
NPO法人にじのはしファ
ンド

那覇市松川275－4　ディ
ファイ南西102号

第167条の２
第１項第２号

本業務は、令和元年度から令和３年度までの
３年間の継続事業であり、既に関係機関との
信頼関係が構築されており、また従前より当事
者の情報・状況を把握していることもあり、これ
ら事業の継続性を担保しつつ効率的・効果的
に推進するため、前年度と同一の社を契約の
相手方とした。

特命随意
契約

53
青少年・子
ども家庭課

令和４年度沖
縄県結婚支援
ネットワーク構
築事業委託業
務

令和4年4
月1日

6,857,167
株式会社プロアライアン
ス・Lien cuore共同企業
体

沖縄県宜野湾市字伊佐
三丁目１番３号　第６建
前ビル３階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により提案事業者を公募し
たところ２者からの応募があった。選定委員に
よる審査の結果、提案事業者が契約者として
適当と評価されたため、契約者として選定し
た。

54
青少年・子
ども家庭課

母子父子寡婦
福祉資金貸付
金における貸
付償還事務シ
ステム保守業
務委託契約

令和4年4
月1日

1,222,100 株式会社国建システム 那覇市久茂地1-2-20
第167条の２
第１項第２号

業務の効率化及び債権管理の徹底等を図る
ため、平成19年度から母子寡婦福祉資金貸付
金システムが導入された。そのシステム開発を
行ったのが（株）国建システムであり、本システ
ムの安定した運用を要する保守については、
システム開発に携わった当社が適当と考えら
れることから、契約の相手方として選定するも
のである。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

55
青少年・子
ども家庭課

沖縄県里親リ
クルート・トレー
ニング事業

令和4年4
月1日

11,344,540
社会福祉法人　袋中園
乳児院　吉水寮

沖縄県糸満市字阿波根５
６７

地方自治法
施行令（第

167条の２第
１項第２号）

本事業は里親養育包括支援（フォスタリング）
事業実施要綱（平成31年４月17日子発0417第
３号厚生労働省子ども家庭局長通知）第２の１
実施主体の規定に基づき、「当該事業を適切
に実施することができると認められた者」に委
託して実施できることとされている。
　社会福祉法人袋中園は、県内における唯一
の乳児院を設置・運営しており、本事業の目的
である乳幼児に対応できる里親のリクルート・
トレーニングに必要な知見を有し、実習を当該
法人が運営する乳児院において直接行える体
制を確保できること等、本事業の目的を確実に
遂行できる団体であることや、乳児院との連携
による相乗効果が期待できることから、当団体
が本事業を適切かつ効果的に実施できる唯一
の団体である。

特命随意
契約

56
青少年・子
ども家庭課

里親研修・相互
交流事業

令和4年4
月1日

3,756,000
一般社団法人沖縄県里
親会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目３７３－１

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

本事業は、里親養育包括支援（フォスタリング）
事業実施要綱（平成31年４月17日子発0417第
３号厚生労働省子ども家庭局長通知）第２の１
実施主体の規定に基づき、「当該事業を適切
に実施することができると認めた者」に委託し
て実施することができることとされている。
　一般社団法人沖縄県里親会は、本県の里親
施策の中心を担い、日常から当該法人の構成
員(里親）に対する各種支援・連絡等を行うため
のネットワークを有しており、里親支援の一環
である本事業の目的を確実に遂行できる団体
であることや、当該法人の既存事業との連携
による相乗効果が期待できることから、本事業
の委託先は一般社団法人沖縄県里親会が適
当である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

57
青少年・子
ども家庭課

国際家庭・交際
相談支援ネット
ワーク構築事
業

令和4年4
月1日

15,427,236
国際家庭・交際相談支援
ネットワーク構築事業受
託コンソーシアム

沖縄県那覇市松川３丁目
19番19号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ左記事業者のみから応募があった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、優れ
ていると評価されたこと等総合的に判断し契約
の相手方として選定した。

58
青少年・子
ども家庭課

米軍関係家庭・
交際相談支援
事業

令和4年4
月1日

13,735,000
公益財団法人おきなわ女
性財団

沖縄県那覇市西３丁目１
１番１号

第167条の２
第１項第２号

　現在、県内には、米軍関係者との家庭・交際
トラブルに特化した相談事業を実施している法
人は確認されていない。そのような中、左記事
業者は、平成11年から「てぃるる相談室」として
男女共同参画社会実現に向けて施設や相談
窓口を提供するなど、本事業効果的な事業実
施を期待できるものとして選定した。

特命随意
契約

59
青少年・子
ども家庭課

女性相談統計
システム等保
守業務委託

令和4年4
月1日

2,090,000
国建システム、NS・コン
ピュータサービスコンソー
シアム

沖縄県那覇市久茂地１丁
目２番地２０号

第167条の２
第１項第２号

　女性相談統計システムを開発した事業者に
おいて保守管理等を行うことにより、問合せ・
障害発生等にかかる対応等、システムの円滑
な運用を図ることができるものとして選定した。

特命随意
契約

60
青少年・子
ども家庭課

沖縄県ひとり親
家庭生活支援
事業業務委託
契約

令和4年4
月1日

182,339,122
公益社団法人沖縄県母
子寡婦福祉連合会

那覇市首里石嶺町４－３
７３－１

第167条の２
第１項第２号

本業務は、平成24年度から令和13年度までの
継続事業であり、ひとり親家庭に対し生活支援
を中心とした自立支援業務である。業務の性
質上、支援を行っている世帯が安心して生活
できるよう継続的な関係を築く必要があるこ
と、ひとり親家庭支援に実績がある団体である
必要があること等から、契約の相手方が特定
されるものである。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

61
青少年・子
ども家庭課

令和４年度子
ども虐待防止
推進事業

令和4年5
月2日

4,700,000
特定非営利活動法人お
きなわＣＡＰセンター

沖縄県那覇市字大道１６
９－４　コーポ花城Ｂ－１
０２

167条の２第
１項第２号

　この事業は、児童虐待に関する現状（子ども
を取り巻く環境、家庭の経済不安等）につい
て、各分野に精通する講師による講演会を開
催するとともに、地域の方々に対する「子ども
への暴力防止専門プログラム」を実施すること
で、効果的な児童虐待防止の広報等を行う。
事業実施に当たっては、児童虐待に関する専
門知識や、プログラムを実施する専門資格及
び児童虐待問題に取り組む全国の専門家と
ネットワークを有する者と契約を締結する必要
がある。

特命随意
契約

62
青少年・子
ども家庭課

児童養護施設
職員等資質向
上支援事業業
務委託

令和4年5
月9日

2,999,999
特定非営利活動法人お
きなわCAPセンター

沖縄県那覇市字大道
169-4
コーポ花城B-102

167条２第１
項第２号

　当該団体は、CAP（子どもへの暴力防止）の
理念や知識、技術を子どもや大人に伝え広め
る事業を行っている、人権教育プログラムに関
する専門知識や技術を有する全国的な組織で
ある。
　当該団体は、児童養護施設の子どもや職員
を対象としたワークショッププログラム（CAP
ワークショップ）がある県内唯一の団体であり、
また、児童虐待防止など暴力防止の分野に精
通し、かつ研修会等の企画・運営のノウハウを
保持しているため、本事業を効率的及び効果
的に実施することができる。
　本事業は、県内唯一となるCAPワークショッ
プを行うことにより施設等職員の資質向上を図
るものであることから、当該団体が本事業を適
切かつ効果的に実施できる唯一の団体であ
る。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

63
青少年・子
ども家庭課

児童虐待対応
職員等法定義
務研修事業

令和4年
5月9日

2,999,998
特定非営利活動法人お
きなわCAPセンター

沖縄県那覇市大道１６９
－４－B-102

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

当該団体は、CAP（子どもへの暴力防止）の理
念や知識、技術を子どもや大人に伝え広める
事業を行っている、児童虐待防止を始めとする
暴力防止の分野に精通した団体である。子ど
も虐待等に関する全国的組織「NPO法人CAP
センター・JAPAN」が統括するCAPグループに
属し、人権教育プログラムに関する専門知識
や技術を備えているとともに、児童虐待問題に
取り組む全国の著名な専門家を招聘するため
のネットワークを有している。よって、本事業に
おいても全国に広がるネットワークを活用し、
虐待分野の第一線で活躍する講師の招聘が
可能である。また、これまでに多くの研修会、
講習会を開催した実績があり、事業の趣旨に
沿った効果的な研修会等を企画し、円滑に運
営するためのノウハウを蓄積している。併せ
て、沖縄県要保護児童対策地域協議会の構
成員として、従来から積極的に市町村との連
携を図っている。そのため、本事業で実施する
市町村職員の専門性強化を目的とした「要保
護児童対策調整機関専門職研修」において、
市町村との協働の中で身に付けた視点を活か
し講師選定に反映させること等により、受講者
にとってより有意義な研修の組み立てが可能
である。
　　以上のことから、当団体が本事業を適切か
つ効果的に実施できる唯一の団体である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

64
青少年・子
ども家庭課

家庭訪問支援
員等児童相談
業務担当者研
修

令和4年
6月27日

1,612,000
公益財団法人　沖縄県小
児保健協会

沖縄県島尻郡南風原町
字新川２１８番地１１

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

沖縄県小児保健協会は、小児保健活動を通じて、
子どもの心身の健全育成に寄与することを目的に
設立された公益社団法人であり、小児保健学会、学
術集会、講演会、保健セミナ－、フォーラム等を開
催したり、機関誌や健康診査マニュアル等の発行を
行う一方、県外で開催される日本小児保健学会や
保健セミナ－へ、小児保健関係者や市町村職員を
派遣したり、様々な活動を通して、会員及び県内の
小児保健医療関係者の資質向上と地域住民の小
児保健に関する啓発普及活動に努めている団体で
ある。
　本事業は、主に乳幼児のいる家庭へ子育てサ
ポートを行うために訪問する保健師、助産師、母子
保健推進員、家庭児童相談員等を対象として専門
的な研修を実施するものであり、当団体は妊産婦や
乳幼児に対する支援活動のあり方について非常に
高い専門性を有している。
　また、乳幼児のいる家庭への訪問支援に当たって
は、各市町村において、児童福祉担当部署と母子
保健部署の連携のもと実施する必要がある。当団
体は、県との共催事業として毎年母子保健大会を
開催するほか、「沖縄県母子保健推進員連絡協議
会」の事務局を担う等、市町村母子保健事業への
支援機能も果たしていることから、各種母子保健事
業における研修事業との調整を図りつつ、効果的な
研修内容の決定及び適切な講師の選任を行うこと
が可能である。
　以上のことから、当団体が本事業を適切かつ効果
的に実施できる唯一の機関である。

特命随意
契約

65
女性相談
所

沖縄県ステップ
ハウス運営事
業業務委託契
約

令和4年
4月1日

8,363,835
社会福祉法人沖縄県社
会福祉事業団

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目３７３番１号

第167条の２
第１項第２号

事業内容から一般競争入札に適さず、要綱で
規定する団体を選定する必要があるため、事
業の目的に合致する実績がある当該団体が
選定された。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

66
中央児童
相談所

児童の食事に
必要な賄い材
料「肉類」等の
購入

令和4年4
月1日

1,200,001 大伸株式会社 沖縄県浦添市西洲２－９
第167条の２
第１項第６号

①複数単価契約で競争入札になじまないため
②急な商品搬入等への対応や新鮮な食材の
提供が期待できるため

特命随意
契約

67
中央児童
相談所

児童の食事に
必要な賄い材
料「魚類」等の
購入

令和4年4
月1日

1,000,000 タクスイ 沖縄県那覇市大道１４３
第167条の２
第１項第６号

①複数単価契約で競争入札になじまないため
②急な商品搬入等への対応や新鮮な食材の
提供が期待できるため

特命随意
契約

68
中央児童
相談所

児童の食事に
必要な賄い材
料「パン類」等
の購入

令和4年4
月1日

250,000
公益法人
沖縄県精神保健福祉連
合会

沖縄県南風原町字宮平２
０６－１

第167条の２
第１項第６号

①複数単価契約で競争入札になじまないため
②急な商品搬入等への対応や新鮮な食材の
提供が期待できるため

特命随意
契約

69 若夏学院

令和4年度
生鮮食品売買
単価契約
（魚介類）

令和4年4
月1日

1,700,000
首里てんぷら家
代表者　伊波　米子

那覇市首里石嶺町
３－３０－９

第167条の2
第1項第6号

食材の加工、新鮮な食材の配達による提供、
発注量や献立変更への対応等の実績がある
こと。
当院近郊にある他の店舗では契約内容になじ
まない。

特命随意
契約

70 若夏学院

令和4年度
生鮮食品売買
単価契約
（菓子・加工品
等）

令和4年4
月1日

1,800,000
ストアー金城
代表者　金城　毅

那覇市寄宮２－６－１３
第167条の2
第1項第6号

食材の加工、新鮮な食材の配達による提供、
発注量や献立変更への対応等の実績がある
こと。
当院近郊にある他の店舗では契約内容になじ
まない。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

71
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「支援員及び子
供の居場所の
活動支援事業
（北部地区）」業
務委託

令和4年4
月1日

6,629,106

沖縄子供の貧困緊急対
策事業受託コンソーシア
ム
①一般社団法人TAKE-
OFF
②一般社団法人ぷらっと

①沖縄県名護市大中3-
9-1 2F
②沖縄県浦添市安波茶
3-32-2

第167条の２
第１項第２号

本事業は、子供の貧困対策支援員及び子供
の居場所等に対する専門的な助言・調整等を
行うため、子どもの支援に関して専門的な経
験・知識のある企業・ＮＰＯ法人等へ委託して
実施する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ２社から応募があった。選定委員に
よる審査の結果、当該事業者が契約者として
適当と評価されたため、契約者として選定し
た。

72
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「支援員及び子
供の居場所の
活動支援事業
（中部地区）」業
務委託

令和4年4
月1日

7,963,440

支援員及び子供の居場
所の活動支援事業共同
体
①合同会社Reconnect
②株式会社アソシア

①沖縄県中頭郡読谷村
字楚辺2263 ２階
②沖縄県中頭郡北谷町
字北前1-10-8

第167条の２
第１項第２号

本事業は、子供の貧困対策支援員及び子供
の居場所等に対する専門的な助言・調整等を
行うため、子どもの支援に関して専門的な経
験・知識のある企業・ＮＰＯ法人等へ委託して
実施する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ２社から応募があった。選定委員に
よる審査の結果、当該事業者が契約者として
適当と評価されたため、契約者として選定し
た。

73
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「支援員及び子
供の居場所の
活動支援事業
（南部地区）」業
務委託

令和4年4
月1日

8,527,395
特定非営利活動法人 侍
学園スクオーラ・今人

長野県上田市本郷1524-
1

第167条の２
第１項第２号

本事業は、子供の貧困対策支援員及び子供
の居場所等に対する専門的な助言・調整等を
行うため、子どもの支援に関して専門的な経
験・知識のある企業・ＮＰＯ法人等へ委託して
実施する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ２社から応募があった。選定委員に
よる審査の結果、当該事業者が契約者として
適当と評価されたため、契約者として選定し
た。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

74
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「支援員及び子
供の居場所の
活動支援事業
（宮古地区）」業
務委託

令和4年4
月1日

3,625,160
一般社団法人宮古島こど
もこそだてワクワク未来
会議

沖縄県宮古島市平良字
荷川取1231

第167条の２
第１項第２号

本事業は、子供の貧困対策支援員及び子供
の居場所等に対する専門的な助言・調整等を
行うため、子どもの支援に関して専門的な経
験・知識のある企業・ＮＰＯ法人等へ委託して
実施する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ２社から応募があった。選定委員に
よる審査の結果、当該事業者が契約者として
適当と評価されたため、契約者として選定し
た。

75
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「支援員及び子
供の居場所の
活動支援事業
（八重山地区）」
業務委託

令和4年4
月1日

4,424,000 株式会社ゆにばいしがき 沖縄県石垣市字石垣386
第167条の２
第１項第２号

本事業は、子供の貧困対策支援員及び子供
の居場所等に対する専門的な助言・調整等を
行うため、子どもの支援に関して専門的な経
験・知識のある企業・ＮＰＯ法人等へ委託して
実施する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ１社から応募があった。企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、提案
は評価点数の基準点を満たしていたため、契
約の相手方として選定した。

76
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「支援員及び子
供の居場所の
活動支援事業
（研修会）」業務
委託

令和4年6
月21日

4,552,000 一般社団法人Co-Link
沖縄県浦添市港川1-17-
3
田名アパートメント203

第167条の２
第１項第２号

本事業は、子供の貧困対策支援員及び子供
の居場所等に対する専門的な助言・調整等を
含めた研修会を実施するため、子どもの支援
に関して専門的な経験・知識のある企業・ＮＰ
Ｏ法人等へ委託して実施する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ１社から応募があった。企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、提案
は評価点数の基準点を満たしていたため、契
約の相手方として選定した。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

77
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄子供の貧困
緊急対策事業
「離島及び広域
相談体制整備
事業」業務委託

令和4年4
月1日

24,722,957 一般社団法人UTT
沖縄県那覇市識名２丁目
10-５

第167条の２
第１項第２号

離島における具体的な支援方法を企画提案さ
せることにより、より効果的な支援ができること
から公募により委託先を決定する必要がある。
そのため、プロポーザル方式により公募を行っ
たところ２社から応募があった。選定委員によ
る審査の結果、当該事業者が契約者として適
当と評価されたため、契約者として選定した。

78
子ども未来
政策課

令和４年度「子
どもの居場所
学生ボランティ
アコーディネー
ト事業」

令和4年4
月1日

37,675,497
一般社団法人大学コン
ソーシアム沖縄

沖縄県中頭郡西原町千
原１番地

第167条の２
第１項第２号

業務内容が県全体を統率する役割および全県
的ネットワークを有することが不可欠のもので
あり、市町村またはNPO等が設置する「子供の
居場所」への支援が含まれることから、公平・
中立的立場で業務を執行することが求められ
るため、大学コンソーシアム沖縄は事業を的確
かつ効果的に実施できる唯一の機関であるこ
とから選定した。

特命随意
契約

79
子ども未来
政策課

沖縄子供の貧
困緊急対策事
業分析・評価・
普及事業業務
委託

令和4年4
月1日

19,196,117 公立大学法人大阪
大阪府大阪市阿倍野区
旭町1-2-7-601

第167条の２
第１項第２号

本事業は、沖縄子供の貧困緊急対策事業の
効果的な実施のため、アンケート調査等を実
施し、分析・評価・普及を行う事業である。同法
人は、平成28年度から本事業に関わっており、
趣旨・目的や事業評価に必要な点等を把握し
ている唯一の法人である。また、
子供の貧困対策は継続して実施することが重
要であり、令和４年度以降も当該事業を実施
するためには、緊急対策事業の優先度等の整
理等が必要不可欠であることから、本事業の
詳細等を熟知している同法人が適任である。さ
らに、同法人は平成28年度に実施された「大
阪府子どもの生活に関する実態調査」事業を
始め、複数の自治体から同様の調査事業を受
託しており、子どもの貧困問題に精通している
ことから、事業のより効果的な実施が見込まれ
るため、契約者として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

80
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（高
校生進学チャ
レンジ支援事
業・南部圏域
Ａ）業務委託

令和4年4
月1日

3,024,560
株式会社タケジヒューマ
ンマインド

沖縄県那覇市真嘉比１－
１－１－２Ｆ

第167条の2
第1項第2号

　本事業は、具体的な大学への進学を希望し、
成績や生活状況は良好であるが、経済的に厳
しい状況に置かれ、進学塾へ通うことが困難な
高校生を対象に学習支援を行い、難関大学へ
の受験を支援することで、将来的な貧困の連
鎖を断ち切ることを目的に実施していることか
ら、専門的な経験・知識のある企業・ＮＰＯ法人
等へ委託して実施する必要がある。
　令和元年度、プロポーザル方式により企画提
案公募を行い、左記の事業者を選定した。
　本事業は、子どもたちに対する継続的な支援
を実施するとともに、支援対象者が安心して通
塾できる状況を確保する必要があることから、
複数年の事業計画及び見積を徴して事業者を
選定しており、これまでの円滑な実績も踏ま
え、同団体へ委託を継続し、事業を実施するこ
ととする。

81
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（高
校生進学チャ
レンジ支援事
業・南部圏域
B）業務委託

令和4年4
月1日

6,617,011 株式会社オー・イー・エス
沖縄県那覇市安里２丁目
９番１１号

第167条の2
第1項第2号

　本事業は、具体的な大学への進学を希望し、
成績や生活状況は良好であるが、経済的に厳
しい状況に置かれ、進学塾へ通うことが困難な
高校生を対象に学習支援を行い、難関大学へ
の受験を支援することで、将来的な貧困の連
鎖を断ち切ることを目的に実施していることか
ら、専門的な経験・知識のある企業・ＮＰＯ法人
等へ委託して実施する必要がある。
　令和元年度、プロポーザル方式により企画提
案公募を行い、左記の事業者を選定した。
　本事業は、子どもたちに対する継続的な支援
を実施するとともに、支援対象者が安心して通
塾できる状況を確保する必要があることから、
複数年の事業計画及び見積を徴して事業者を
選定しており、これまでの円滑な実績も踏ま
え、同団体へ委託を継続し、事業を実施するこ
ととする。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

82
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（高
校生進学チャ
レンジ支援事
業・中北部圏
域）業務委託

令和4年4
月1日

4,291,808 株式会社オー・イー・エス
沖縄県那覇市安里２丁目
９番１１号

第167条の2
第1項第2号

　本事業は、具体的な大学への進学を希望し、
成績や生活状況は良好であるが、経済的に厳
しい状況に置かれ、進学塾へ通うことが困難な
高校生を対象に学習支援を行い、難関大学へ
の受験を支援することで、将来的な貧困の連
鎖を断ち切ることを目的に実施していることか
ら、専門的な経験・知識のある企業・ＮＰＯ法人
等へ委託して実施する必要がある。
　令和元年度、プロポーザル方式により企画提
案公募を行い、左記の事業者を選定した。
　本事業は、子どもたちに対する継続的な支援
を実施するとともに、支援対象者が安心して通
塾できる状況を確保する必要があることから、
複数年の事業計画及び見積を徴して事業者を
選定しており、これまでの円滑な実績も踏ま
え、同団体へ委託を継続し、事業を実施するこ
ととする。

83
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（高
校生進学チャ
レンジ支援事
業・宮古圏域
A）業務委託

令和4年4
月1日

827,200 合同会社　東風平塾
沖縄県宮古島市平良西
里６５９－１

第167条の2
第1項第2号

　本事業は、具体的な大学への進学を希望し、
成績や生活状況は良好であるが、経済的に厳
しい状況に置かれ、進学塾へ通うことが困難な
高校生を対象に学習支援を行い、難関大学へ
の受験を支援することで、将来的な貧困の連
鎖を断ち切ることを目的に実施していることか
ら、専門的な経験・知識のある企業・ＮＰＯ法人
等へ委託して実施する必要がある。
　令和元年度、プロポーザル方式により企画提
案公募を行い、左記の事業者を選定した。
　本事業は、子どもたちに対する継続的な支援
を実施するとともに、支援対象者が安心して通
塾できる状況を確保する必要があることから、
複数年の事業計画及び見積を徴して事業者を
選定しており、これまでの円滑な実績も踏ま
え、同団体へ委託を継続し、事業を実施するこ
ととする。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

84
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（高
校生進学チャ
レンジ支援事
業・宮古圏域
B）業務委託

令和4年4
月1日

1,041,260 学習塾STAGE
沖縄県宮古島市平良下
里１５４９－７

第167条の2
第1項第2号

　本事業は、具体的な大学への進学を希望し、
成績や生活状況は良好であるが、経済的に厳
しい状況に置かれ、進学塾へ通うことが困難な
高校生を対象に学習支援を行い、難関大学へ
の受験を支援することで、将来的な貧困の連
鎖を断ち切ることを目的に実施していることか
ら、専門的な経験・知識のある企業・ＮＰＯ法人
等へ委託して実施する必要がある。
　令和元年度、プロポーザル方式により企画提
案公募を行い、左記の事業者を選定した。
　本事業は、子どもたちに対する継続的な支援
を実施するとともに、支援対象者が安心して通
塾できる状況を確保する必要があることから、
複数年の事業計画及び見積を徴して事業者を
選定しており、これまでの円滑な実績も踏ま
え、同団体へ委託を継続し、事業を実施するこ
ととする。

85
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（高
校生進学チャ
レンジ支援事
業・八重山圏
域）業務委託

令和4年4
月1日

498,498 無限塾
沖縄県石垣市登野城３２
－９

第167条の2
第1項第2号

　本事業は、具体的な大学への進学を希望し、
成績や生活状況は良好であるが、経済的に厳
しい状況に置かれ、進学塾へ通うことが困難な
高校生を対象に学習支援を行い、難関大学へ
の受験を支援することで、将来的な貧困の連
鎖を断ち切ることを目的に実施していることか
ら、専門的な経験・知識のある企業・ＮＰＯ法人
等へ委託して実施する必要がある。
　令和元年度、プロポーザル方式により企画提
案公募を行い、左記の事業者を選定した。
　本事業は、子どもたちに対する継続的な支援
を実施するとともに、支援対象者が安心して通
塾できる状況を確保する必要があることから、
複数年の事業計画及び見積を徴して事業者を
選定しており、これまでの円滑な実績も踏ま
え、同団体へ委託を継続し、事業を実施するこ
ととする。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

86
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（大
学等進学促進
事業・本島教
室）業務委託

令和4年4
月1日

106,229,626

子育て総合支援モデル
事業（本島内）コンソーシ
アム
①学校法人尚学院
②琉大セミナー

①沖縄県那覇市泊２丁目
17番４号
②沖縄県名護市宮里五
丁目15番15号

第167条の２
第１項第２号

　本事業の実施に当たっては、沖縄県子育て
総合支援事業（大学等進学促進事業）実施要
綱（平成29年３月15日制定。）第２条第１項の
規定に基づき、沖縄県内で大学等進学に係る
学習支援に実績のある民間事業者及び団体
に委託することとしていることから、高校生へ
の学習指導や大学等への受験対策について
専門的な知識や実績のある企業・ＮＰＯ法人等
へ委託して実施する必要がある。
　そのため、プロポーザル方式により公募を行
い、選定委員による審査の結果、当該事業者
が契約者として適当と評価されたため、契約者
として選定した。

87
子ども未来
政策課

沖縄子供の貧
困緊急対策事
業「県立高校の
居場所づくり運
営支援事業」業
務委託

令和4年4
月1日

109,137,428
株式会社りゅうせきフロン
トライン

沖縄県浦添市勢理客４丁
目20番１号

第167条の２
第１項第２号

　本事業は教育支援の一環として、不登校や
中途退学が懸念される生徒が多い県立高等
学校内に「居場所」を設置し、支援員等による
相談支援、生活支援、訪問支援、学習支援、
キャリア形成支援等を学校と協働で実施し、高
等学校進学後の就学継続を総合的に行う必要
があることから、就学支援方法や居場所設置
について専門的な知識や実績のある企業・ＮＰ
Ｏ法人等へ委託して実施する必要がある。
　そのため、プロポーザル方式により公募を行
い、選定委員による審査の結果、当該事業者
が契約者として適当と評価されたため、契約者
として選定した。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

88
子ども未来
政策課

沖縄の高校中
退者等に係る
人材育成事業
「若年者キャリ
ア形成支援モ
デル事業」業務
委託

令和4年4
月1日

27,452,396 株式会社アソシア
沖縄県中頭郡北谷町北
前１丁目10番８号

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、高校中退者や中卒進路実決定者
などの若年無業者等に対するプログラム・モデ
ル実証を通じた支援及び支援手法検討を目的
として、令和２～３年度、左記の事業者に委託
し事業を実施した。
　新型コロナウィルス感染症の影響により、過
年度のプログラム休止期間分を補うため、令
和４年度もモデル実証期間を１年延長すること
となった。
　これまでの実証内容を踏まえて支援手法の
深化を検討でき、かつ、離島地域等へのネット
ワークが構築できている事業者として、左記の
事業者を委託先とすることが適当であると判断
し、契約者として選定した。

89
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（南
部圏域）業務委
託

令和4年4
月1日

128,862,734
特定非営利活動法人珊
瑚舎スコーレ

沖縄県南城市佐敷字津
波古５０９－４

第167条の2
第1項第2号

本事業の実施に当たっては、沖縄県子育て総
合支援事業実施要綱（平成２５年４月１日制
定）第２条第２項の規程に基づき、沖縄県内で
生活保護世帯や困窮世帯に対する学習支援
等の実績がある団体に委託することとしてい
る。
このことから、生活保護世帯等の子どもに対す
る教育等について専門的な経験・知識のある
企業・NPO法人等へ委託して実施する必要が
あるため、地方自治体施行令１６７条の２第１
項第２項の基づきプロポーザル方式により企
画提案公募を行い、左記の事業者を選定し
た。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

90
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（中
部圏域）業務委
託

令和4年4
月1日

169,046,645
特定非営利活動法人エ
ンカレッッジ

沖縄県中頭郡北中城字
渡口９８１番地２

第167条の2
第1項第2号

本事業の実施に当たっては、沖縄県子育て総
合支援事業実施要綱（平成２５年４月１日制
定）第２条第２項の規程に基づき、沖縄県内で
生活保護世帯や困窮世帯に対する学習支援
等の実績がある団体に委託することとしてい
る。
このことから、生活保護世帯等の子どもに対す
る教育等について専門的な経験・知識のある
企業・NPO法人等へ委託して実施する必要が
あるため、地方自治体施行令１６７条の２第１
項第２項の基づきプロポーザル方式により企
画提案公募を行い、左記の事業者を選定し
た。

91
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子育て総
合支援事業（北
部圏域）業務委
託

令和4年4
月1日

42,330,200
一般社団法人教育振興
会

沖縄県浦添市城間１－２
－１

第167条の2
第1項第2号

本事業の実施に当たっては、沖縄県子育て総
合支援事業実施要綱（平成２５年４月１日制
定）第２条第２項の規程に基づき、沖縄県内で
生活保護世帯や困窮世帯に対する学習支援
等の実績がある団体に委託することとしてい
る。
このことから、生活保護世帯等の子どもに対す
る教育等について専門的な経験・知識のある
企業・NPO法人等へ委託して実施する必要が
あるため、地方自治体施行令１６７条の２第１
項第２項の基づきプロポーザル方式により企
画提案公募を行い、左記の事業者を選定し
た。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

92
子ども未来
政策課

沖縄県拠点型
子供の居場所
運営事業

令和4年4
月1日

39,714,889
特定非営利活動法人　侍
学園スクオーラ・今人

長野県上田市本郷１５２
４－１

第167条の2
第1項第2号

本事業は、令和４年度から、市町村での対応
が難しい義務教育終了後の子ども達に特化
し、地域や企業等と連携し個々の課題に応じ
たキャリア形成支援等を行い、社会性を向上さ
せ、安定的に自立できる人材へと育成すること
を目的とし実施する予定であることから、令和
３年度まで本事業を利用していた義務教育終
了前の子ども達については、受託業者が関係
機関と調整しながら、居住している市町村の子
供の居場所等の社会資源へのリファーを進め
ているところである。
　子ども達のことを第一に考え、令和４年度に
おいても、必要な支援を継続しながら、引き続
きリファー先について市町村や保護者と調整し
ていくこととしている。子ども達のリファー先に
ついては、保護者や子ども達の課題等をしっ
かりと把握した上で、関係機関と調整し、決定
する必要があることから、令和４年度の沖縄県
拠点型子供の居場所事業の実施にあたって
は、保護者との信頼関係が構築されており、子
ども達の課題も把握している特定非営利活動
法人　侍学園スクオーラ・今人を、引き続き、委
託先とすることが適当であると考える。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

93
子ども未来
政策課

令和４年度沖
縄県子供の貧
困緊急対策事
業「子どもの居
場所ネットワー
ク事業」業務委
託

令和4年4
月1日

11,943,566
社会福祉法人
沖縄県社会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目３７３－１

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、各市町村で行われている子供の
居場所や子ども食堂がつながり、支え合う全
県的なネットワークを構築することにより、居場
所同士の情報交換や支援者からの支援受入
などの中間支援を行うことで、居場所等の活動
を支え、貧困状況にある子どもを含め誰もが安
心して暮らせる地域づくりに資することを目的
としている。
　現在、各市町村で行われている子供の居場
所や子ども食堂とつながり中間支援を行う役
割にについて、各市町村の社会福祉協議会が
主に担っており、関係団体及び関係機関等と
の連携を図り、支援者からの支援受入窓口に
もなっている。
　全県的なネットワークを構築するためには、
これら市町村社会福祉協議会とのネットワーク
を構築している沖縄県社会福祉協議会が総括
を行うことで、各市町村社会福祉協議会の持
つ情報や支援のノウハウを共有でき、広域的
な受入支援の窓口となることで可能となるな
ど、それぞれの居場所間のネットワークを強化
することができる。
　以上のことから、沖縄県社会福祉協議会は、
広域的な中間支援を的確かつ効果的にできる
唯一の機関である。

特命随意
契約

94
子育て支
援課

沖縄県放課後
児童クラブ公的
施設活用促進
等環境整備支
援事業業務委
託

令和4年4
月1日

20,000,000
NPO法人沖縄県学童・保
育支援センター

沖縄県浦添市仲間1-1-5
伊波ビル201号室

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ１者から応募があった。企画提案内容等を選
定委員会において審査したところ、左の社の提
案内容は選定方針の規定の点数をクリアして
おり、候補業者として選定することに異議がな
いことから、契約の相手方として選定した。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

95
子育て支
援課

沖縄県保育士
確保対策強化
事業業務委託

令和4年4
月1日

94,817,413
NPO法人沖縄県学童・保
育支援センター

沖縄県浦添市仲間1-1-5
伊波ビル201号室

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２者から応募があった。企画提案内容等を選
定委員会において審査したところ、左の社の提
案内容は仕様書に沿ったものであり、事業内
容も優れていると評価されたことから、契約の
相手方として選定した。

96
子育て支
援課

保育士登録業
務および国家
戦略特別区域
限定保育士登
録業務委託

令和4年4
月1日

5,261,696
（単価契約）

社会福祉法人日本保育
協会

東京都千代田区麹町１丁
目６番地２

第167条の２
第１項第２号

保育関係の研修会の実施、保育に関する調
査・研修、情報の提供などを行う等、保育関係
者の資質向上、より良い保育環境の整備を目
指した活動を展開しており、十分な組織、情報
処理能力を有していることから、契約の相手方
として選定した。

特命随意
契約

97
子育て支
援課

沖縄県福祉人
材研修センター
認可外保育施
設職員研修事
業業務委託

令和4年4
月15日

1,625,000
社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目373－１

第167条の２
第１項第２号

契約の相手方である社会福祉法人沖縄県社
会福祉協議会は、社会福祉法第93条により沖
縄県知事の指定を受けた唯一の施設であり、
同法第94条に定める社会福祉事業従事者等
に対する研修を行うとされていることから、契
約の相手方として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

98
障害福祉
課

沖縄県障害者
等相談支援体
制整備事業（北
部圏域）

令和4年4
月1日

5,419,000
（特非）名護市障がい者
関係団体協議会

名護市字為又1220－112
第167条の2
第1項第2号

　当該事業は、北部圏域アドバイザーを配置
し、広域的な相談支援体制を整備する事業で
ある。
　アドバイザーに就任する者の資格として、(ア)
地域における相談支援体制整備について実績
を有する者、(イ)相談支援事業に従事した相当
期間の経験を有する者、(ウ)社会福祉など障
害者支援に関する知識を有する者となってお
り、また、これらの資格に加え、北部圏域の実
情を把握している福祉事務所から推薦を得て
いる者をアドバイザーとして配置することととし
ている。
　今回、委託先とした法人は、上記の資格を有
する者が所属する圏域の唯一の法人であるこ
とから、この法人を特命随意契約を締結する
相手方として選定した。

特命随意
契約

99
障害福祉
課

沖縄県障害者
等相談支援体
制整備事業（中
部圏域）

令和4年4
月1日

5,354,000 （一社）人文福祉会
沖縄市城前町14番24号
－1

第167条の2
第1項第2号

　当該事業は、中部圏域アドバイザーを配置
し、広域的な相談支援体制を整備する事業で
ある。
　アドバイザーに就任する者の資格として、(ア)
地域における相談支援体制整備について実績
を有する者、(イ)相談支援事業に従事した相当
期間の経験を有する者、(ウ)社会福祉など障
害者支援に関する知識を有する者となってお
り、また、これらの資格に加え、北部圏域の実
情を把握している福祉事務所から推薦を得て
いる者をアドバイザーとして配置することととし
ている。
　今回、委託先とした法人は、上記の資格を有
する者が所属する圏域の唯一の法人であるこ
とから、この法人を特命随意契約を締結する
相手方として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

100
障害福祉
課

沖縄県障害者
等相談支援体
制整備事業（南
部圏域）

令和4年4
月1日

5,502,000
（特非）おきなわ障がい者
相談支援ネットワーク

北中城村字安谷屋1147
3階

第167条の2
第1項第2号

　当該事業は、南部圏域アドバイザーを配置
し、広域的な相談支援体制を整備する事業で
ある。
　アドバイザーに就任する者の資格として、(ア)
地域における相談支援体制整備について実績
を有する者、(イ)相談支援事業に従事した相当
期間の経験を有する者、(ウ)社会福祉など障
害者支援に関する知識を有する者となってお
り、また、これらの資格に加え、北部圏域の実
情を把握している福祉事務所から推薦を得て
いる者をアドバイザーとして配置することととし
ている。
　今回、委託先とした法人は、上記の資格を有
する者が所属する圏域の唯一の法人であるこ
とから、この法人を特命随意契約を締結する
相手方として選定した。

特命随意
契約

101
障害福祉
課

沖縄県障害者
等相談支援体
制整備事業（宮
古圏域）

令和4年4
月1日

5,318,000 （特非）マーズ
宮古島市平良字狩俣
1155番地1

第167条の2
第1項第2号

　当該事業は、宮古圏域アドバイザーを配置
し、広域的な相談支援体制を整備する事業で
ある。
　アドバイザーに就任する者の資格として、(ア)
地域における相談支援体制整備について実績
を有する者、(イ)相談支援事業に従事した相当
期間の経験を有する者、(ウ)社会福祉など障
害者支援に関する知識を有する者となってお
り、また、これらの資格に加え、北部圏域の実
情を把握している福祉事務所から推薦を得て
いる者をアドバイザーとして配置することととし
ている。
　今回、委託先とした法人は、上記の資格を有
する者が所属する圏域の唯一の法人であるこ
とから、この法人を特命随意契約を締結する
相手方として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

102
障害福祉
課

沖縄県障害者
社会参加促進
事業（身体障害
者関係事業）

令和4年4
月1日

8,135,982
（福）沖縄県身体障害者
福祉協会

八重瀬町仲座1038－1
第167条の2
第1項第2号

当該事業は、障害者総合支援法に定める地域
支援事業の身体障害者（視覚障害者及び聴覚
障害者を除く）に係る機能訓練指導者の育成、
社会参加支援を実施するものである。
　今回、委託先とした法人は、市町村の身体障
害者協会、並びに離島を含む身体障害者の関
係団体等を会員として擁しており、県内全域で
事業を実施することができる唯一の法人であ
ることから選定した。

特命随意
契約

103
障害福祉
課

沖縄県障害者Ｉ
Ｔサポートセン
ター運営事業

令和4年4
月1日

5,740,000
（特非）沖縄県脊髄損傷
者協会

浦添市内間5丁目4番3号
ハウジングシーサー101
号

第167条の2
第1項第2号

　当該事業は、障害者等を対象に、IT活用の
支援並びにテレワークの推進を行うものであ
る。
　このため、半身不随のある障害者や移動困
難な障害者等重度障害者を含め、障害の特性
を理解し、障害者個人の特性等にも配慮でき
るコミニケーション能力、支援技術、専門的知
見を有する必要がある。
　県内には、複数の就労継続支援事業所にお
いて、パソコン等を使いホームページ作成請負
等を行っているが、必ずしも重度障害者等の
特性等に応じた支援機器の提案等を十分にで
きる知見、体制は確保できておらず、他に履行
できる者が存在しない。
　今回、委託先とした法人は、当事者団体であ
り、ITを活用した在宅就労の推進並びに促進
に力を入れており、県内全域で事業を実施でき
る唯一の法人であることから選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

104
障害福祉
課

沖縄県障害者
自立支援協議
会・圏域自立支
援連宅会議部
会等運営業務

令和4年4
月1日

5,142,000
（特非）おきなわ障がい者
相談支援ネットワーク

北中城村字安谷屋1147
3階

第167条の2
第1項第2号

　当該事業は、県自立支援協議会及び各圏域
自立支援連絡会議の部会及びワーキンググ
ループの運営を行うものであり、部会等には柔
軟な活動が求められ、それには組織化された
相談支援専門員の活動、積極的な知識の習
得や技術向上のための研究等の取組を行う団
体と協同する必要がある。
　今回、委託先とした法人は、障害者の地域生
活の向上に寄与することを目的として設立され
た法人であり、県内の障害者相談支援に携わ
る者等に対して各種研修を行うとともに、福祉
サービス事業所や市町村等に相談支援を行っ
てきた実績がある。
　以上のことから、その有する専門性及び相談
支援に関するネットワークを活かして、部会を
効果的に、柔軟に運営できる県内唯一の法人
であることから選定した。

特命随意
契約

105
障害福祉
課

緊急時の応援
に係るコーディ
ネート機能の
確保事業

令和4年4
月1日

4,000,000
（特非）おきなわ障がい者
相談支援ネットワーク

北中城村字安谷屋1147
3階

第167条の2
第1項第2号

在宅の障害者が障害福祉サービスを利用する
際、障害福祉サービスを担う市町村及びサー
ビス等利用計画を策定する相談支援専門員が
重要な役割を果たす。新型コロナウイルス感
染に係る影響をいち早く察知し、対応する仕組
み作りには市町村及び相談支援専門員、障害
福祉サービス事業所と密接な連携を図るネット
ワークが必要となる。今回選定した法人は、相
談支援専門員の組織化を図り、知識の習得や
技術向上のための研究・研修に取り組むこと
で、自らの資質を向上させることを目的として
設立された法人であり、主たる会員も相談支援
専門員で組織されている。相談支援事業所や
その他専門的機関において、障害児者の相談
支援を日常的に行っている他、障害福祉サー
ビス事業所、市町村等に対する専門的支援を
行ってきた実績がある。以上のことから、同法
人はその有する専門性及び障害者の相談支
援に関するネットワークを活かして当該業務を
効果的且つ円滑に実施することのできる県内
唯一の法人であり、同法人を特命随意契約の
相手方として選定。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

106
障害福祉
課

「障害者総合支
援法指定事業
所管理システ
ム」LGWAN-
ASPサービス
利用

令和4年4
月1日

1,240,800
ニッセイ情報テクノロジー
株式会社

東京都大田区蒲田五丁
目37番１号
ニッセイアロマスクエア

第167条の２
第１項第２号

　当該システムは、ニッセイ情報テクノロジー株
式会社が開発したものである。
　開発者以外の者が保守及び運用管理を行っ
た場合、システムの円滑な運用に著しい支障
を生じ、又は障害発生時の責任の所在が不明
瞭となるおそれがある。
　そのため、契約相手方として選定した。

特命随意
契約

107
障害福祉
課

沖縄県精神障
害者入院患者
に対する地域
生活体験事業

令和4年4
月1日

3,492,000
公益社団法人　沖縄県精
神保健福祉会連合会

島尻郡南風原町字宮平２
０６－１

第167条の２
第１項第２号

本事業を実施するにあたっては、利用対象者
の掘り起こしや、事業に協力する熱意ある事業
所への働きかけ等、医療機関及び県内事業所
等との連絡・調整を密にする必要があり、精神
障害福祉に精通した団体に委託する必要があ
る。
　　沖縄県精神保健福祉会連合会は、精神障
害者の地域社会における自立と参加の促進を
図りもって精神障害者の福祉の増進を図ること
を目的とした公益法人であり、前身である琉球
精神障害者援護協会から数えて約半世紀の
間、県内の精神障害者の支援に携わり精神障
害福祉に精通している団体であり、上記の要
件を満たす唯一の団体である。

特命随意
契約

108
障害福祉
課

沖縄県精神障
害者にも対応し
た地域包括ケ
アシステム構
築推進事業（精
神障害者地域
移行・地域定着
のための多職
種合同研修）

令和4年4
月1日

4,800,000
沖縄県精神保健福祉士
協会

那覇市首里石嶺町4丁目
373番地1

第167条の２
第１項第２号

　本研修事業には、多機関・多職種からの参
加促進や、研修講師の選定や打診、グループ
ワークや座談会等で活用する事例の収集、効
率的で内容の充実したグループワークにする
ためのファシリテーション等、様々な人脈及び
遂行能力が必要となる。
　沖縄県精神保健福祉士協会は、医療機関、
地域援助事業所、行政等の多機関に所属する
各会員の持つ人脈や事例を活用し、本研修を
最も効率的に遂行できる団体であることから、
当該団体へ随意契約により事業を委託する。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

109
障害福祉
課

沖縄県地域に
おける医療と福
祉の連携体制
整備事業

令和4年4
月1日

5,988,000
沖縄県精神保健福祉士
協会

那覇市首里石嶺町4丁目
373番地1

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、コーディネーターの人選、配置及
びコーディネーター連絡会議の開催等を行うも
のであるところ、コーディネーターは、その求め
られる役割から、精神保健福祉に精通した者
を人選する必要があることから、当該人材に関
する情報を豊富に有し、且つその者との連絡・
調整等を密に行える団体・組織へ本事業を委
託することが、円滑な事業執行に必要である。
　沖縄県精神保健福祉士協会は、精神障害者
に対する相談援助などの社会福祉業務に携わ
る精神保健福祉士の職能団体であり、前述の
委託先の要件を満たす唯一の団体であること
から、当該法人を選定した。

特命随意
契約

110
障害福祉
課

特別障害者手
当等業務シス
テム保守サ
ポート業務

令和4年4
月1日

1,155,000 （株）オーシーシー 浦添市沢岻2-17-1
第167条の２
第１項第２号

システムを開発した業者と随意契約することに
より、システムに関する問い合わせ対応、障害
発生時における対応、データ復旧対応等を受
けることが可能となり、システムの円滑な運用
を図ることができるため。

特命随意
契約

111
障害福祉
課

障害者就業・生
活支援センター

令和4年4
月1日

6,932,000 社会福祉法人名護学院 名護市字為又1015番地1

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第３号

本業務は、「沖縄県障害者就業・生活支援セン
ター事業（生活支援事業）実施要項」第6の事
業の実施方法において、当道府県知事が指定
した．社会福祉法人等に委託するものとしてい
る。

特命随意
契約

112
障害福祉
課

障害者就業・生
活支援センター

令和4年4
月1日

6,932,000 医療法人　一灯の会 沖縄市知花5丁目26－1

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第４号

本業務は、「沖縄県障害者就業・生活支援セン
ター事業（生活支援事業）実施要項」第7の事
業の実施方法において、当道府県知事が指定
した．社会福祉法人等に委託するものとしてい
る。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

113
障害福祉
課

障害者就業・生
活支援センター

令和4年4
月1日

6,932,000 （福）若竹福祉会 浦添市字前田998－3

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第５号

本業務は、「沖縄県障害者就業・生活支援セン
ター事業（生活支援事業）実施要項」第8の事
業の実施方法において、当道府県知事が指定
した．社会福祉法人等に委託するものとしてい
る。

特命随意
契約

114
障害福祉
課

障害者就業・生
活支援センター

令和4年4
月1日

6,932,000 医療法人　　陽和会 糸満市字嘉数406－1

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第６号

本業務は、「沖縄県障害者就業・生活支援セン
ター事業（生活支援事業）実施要項」第9の事
業の実施方法において、当道府県知事が指定
した．社会福祉法人等に委託するものとしてい
る。

特命随意
契約

115
障害福祉
課

障害者就業・生
活支援センター

令和4年4
月1日

6,932,000 （福）みやこ福祉会
宮古島市平良字下里
3107－243

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第７号

本業務は、「沖縄県障害者就業・生活支援セン
ター事業（生活支援事業）実施要項」第10の事
業の実施方法において、当道府県知事が指定
した．社会福祉法人等に委託するものとしてい
る。

特命随意
契約

116
障害福祉
課

障害者就業・生
活支援センター

令和4年4
月1日

6,932,000 社会福祉法人　わしの里
石垣市字石垣463番地の
3

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第８号

本業務は、「沖縄県障害者就業・生活支援セン
ター事業（生活支援事業）実施要項」第11の事
業の実施方法において、当道府県知事が指定
した．社会福祉法人等に委託するものとしてい
る。

特命随意
契約

117
障害福祉
課

令和４年度全
国障害者ス
ポーツ大会九
州予選会派遣
事業（身体）及
び県身体障害
者スポーツ振
興事業

令和4年4
月1日

11,421,850
社会福祉法人沖縄県身
体障害者福祉協会

八重瀬町字仲座1038-1
第167条の２
第１項第２号

本事業の実施にあたっては、身体障害者への
競技や移動の支援における細かなサポートが
必要とされ、それを補うために専門的知識、技
能が必要となる。社会福祉法人沖縄県身体障
害者福祉協会は、身体障害者の個々の特性
に応じて、様々な支援を行っており、このような
支援が可能な機関は沖縄県身体障害者福祉
協会だけである。以上から、沖縄県身体障害
者福祉協会と随意契約を行った。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

118
障害福祉
課

令和４年度全
国障害者ス
ポーツ大会九
州ブロック地区
予選会（知的競
技）派遣事業

令和4年4
月1日

4,921,554
特定非営利活動法人沖
縄県障がい者スポーツ協
会

那覇市奥武山51番地２
沖縄県体協スポーツ会館
309号室

第167条の２
第１項第２号

本事業の実施にあたっては、障害者スポーツ
に関する知識経験を有するとともに、県内及び
県外の障害者関係団体及びスポーツ関係団
体との連携が必須であり、県内でこうした業務
が実施可能なのは、障害者スポーツの総括的
な役割を担っている沖縄県障がい者スポーツ
協会だけであることから、随意契約を行った。

特命随意
契約

119
障害福祉
課

令和４年度沖
縄県障害者社
会参加促進事
業等委託

令和4年4
月1日

24,842,700
（一社）沖縄県聴覚障害
者協会

那覇市首里石嶺町4-
373-1

第167条の２
第１項第２号

　本協会は、県内唯一の聴覚障害者情報提供
施設である沖縄聴覚障害者情報センターを運
営しており、聴覚障害者の支援について高いノ
ウハウがあることや、県内の中途失聴・難聴者
当事者団体、要約筆記活動団体とも円滑な連
絡調整が可能であること等から、当該法人を
選定した。

特命随意
契約

120
障害福祉
課

令和４年度沖
縄県障害者社
会参加促進事
業等委託

令和4年4
月1日

7,428,000
（福）沖縄県視覚障害者
福祉協会

那覇市松尾2-15-29
第167条の２
第１項第２号

　当該事業者は、障害者総合支援法に基づく
障害福祉サービス事業経営を行う第２種社会
福祉事業者として県知事に届け出のある団体
であり、点訳・朗読奉仕員及び生活訓練等指
導者の派遣などにより、離島を含む県域一円
及び同事業者が管理運営する沖縄点字図書
館において、視覚障害者に対する社会参加・
日常生活支援の提供が県内で唯一可能な法
人である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

121
障害福祉
課

発達障害者支
援センター運営
事業

令和4年4
月1日

44,108,000
（福）沖縄肢体不自由児
協会

那覇市寄宮2－3－1
第167条の２
第１項第２号

本事業は、「発達障害者支援センター運営事
業実施要綱」により、発達障害児(者)の支援拠
点として、発達障害児(者)及びその家族からの
相談に応じ、適切な指導又は助言を行うととも
に、関係機関との連携、発達障害児(者)の普
及啓発等の実施、社会福祉士等の専門職の
配置や相談室等の設備を完備すること、緊急
保護する体制の確保等が求められている。こ
れを満たす者は社会福祉法人沖縄肢体不自
由児協会が唯一の法人であるため選定した。

特命随意
契約

122
障害福祉
課

市町村発達障
害者支援サ
ポート事業

令和4年4
月1日

8,063,000
（福）沖縄肢体不自由児
協会

那覇市寄宮2－3－1
第167条の２
第１項第２号

本事業は、マネジャーが市町村に相談、助言
を行う際には、発達障害者支援センターの相
談支援活動と密接な連携を図り、県事業として
一貫した支援を行う必要があることから、発達
障害者支援センターの受託者である同法人を
選定した。

特命随意
契約

123
障害福祉
課

発達障害地域
支援マネジメン
ト強化事業

令和4年4
月1日

7,902,000
特定非営利活動法人わく
わくの会

西原町字小橋川91－1
第167条の２
第１項第２号

本事業は、発達障害児(者)の支援の相当の経
験及び知識を有している社会福祉士等を発達
障害者地域支援マネージャーとして配置し、
事業所等が困難ケースを含めた支援を的確に
実施出来るように助言等を行う事業となってい
る。
委託先である「特定非営利活動法人わくわくの
会」は、高い専門性を持った専門職を配置して
おり、発達障害を含む療育指導及び支援の長
年の実績や多くの困難事例の対応実績があ
る。同法人の他に適切に事業を実施可能な法
人はないため、選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

124
障害福祉
課

かかりつけ医
等発達障害対
応力向上研修
事業

令和4年4
月1日

1,482,000
特定非営利活動法人わく
わくの会

西原町字小橋川91－1
第167条の２
第１項第２号

本事業は、発達障害に関する知識は当然のこ
とながら、関係機関の役割を認識した上で連
携することが必要となる。委託先の「特定非営
利活動法人わくわくの会」は、複数の障害福祉
サービスを実施し、その実績も長く、地域の中
核支援者として認められている点や困難事例
の対応を通した関係機関との連携の実績等よ
り、同法人を選定している。

特命随意
契約

125
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

4,199,650 （福）五和会
名護市字宇茂佐1765番
地

第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「社会
福祉法人五和会」以外にないため。

特命随意
契約

126
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

4,898,355

（福）沖縄肢体不自由児
協会
(沖縄中部療育医療セン
ター）

那覇市寄宮2－3－1
第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「沖縄
中部療育医療センター」以外にないため。

特命随意
契約

127
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

3,828,660 （福）ハイジ福祉会 浦添市牧港2－23－5
第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「社会
福祉法人ハイジ福祉会」以外にないため。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

128
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

398,805 （福）若竹福祉会 浦添市前田1004-9
第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「社会
福祉法人若竹福祉会」以外にないため。

特命随意
契約

129
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

3,562,945

（福）沖縄肢体不自由児
協会
(沖縄南部療育医療セン
ター）

那覇市寄宮2－3－1
第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「沖縄
南部療育医療センター」以外にないため。

特命随意
契約

130
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

4,790,255
特定非営利活動法人わく
わくの会

西原町字小橋川91－1
第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「特定
非営利活動法人わくわくの会」以外にないた
め。

特命随意
契約

131
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

2,234,404 （福）ムサアザ福祉会
宮古島市平良字西仲宗
根1327－1

第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「社会
福祉法人ムサアザ福祉会」以外にないため。

特命随意
契約

132
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

1,936,710 （一社）ウェルクリエイト
宮古島市平良字下里
1545－10

第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「一般
社団法人ウェルクリエイト」以外にないため。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

133
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

3,103,815 （株）ビザライ
宮古島市平良字東仲宗
根475ｰ1

第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「株式
会社ビザライ」以外にないため。

特命随意
契約

134
障害福祉
課

障害児等療育
支援事業

令和4年4
月1日

2,162,510
（同）ファーストハンドコ

ミュニケーション
石垣市登野城1015－2

第167条の２
第１項第２号

本事業の目的を達成するため、本契約の受託
者には、専門的かつ幅広い知識及び経験並び
に療育指導等に関する関係機関との連携に係
る実績が求められる。これを満たす者は「合同
会社ファーストハンドコミュニケーション」以外
にないため。

特命随意
契約

135
障害福祉
課

沖縄県療育手
帳交付事務シ
ステム保守委
託業務

令和4年4
月1日

363,000 株式会社　ジムコ
佐賀県佐賀市大和町大
字松瀬2642-5

第167条の２
第１項第２号

沖縄県療育手帳交付事務システム構築委託
業務を令和４年度から当該事業者へ委託予定
である。本システムについて、当該業者へシス
テム管理等を履行させなければ、既存システ
ム・設備の円滑な運用に著しい支障を生じ、又
は障害発生時に責任の所在が不明確となる恐
れがあることから随意契約を行う。

特命随意
契約

136
障害福祉

課

令和４年度就
労移行等連携
調整事業

令和4年4
月1日

3,600,000
社会福祉法人若竹福祉
会

浦添市字前田998-3
第167条の２
第１項第２号

当該事業の目的を達成するには、障害者の就
労支援に係る専門的かつ幅広い知識及び経
験を有し、かつ行政・教育・サービス事業者
等、障害者就労に関する関係機関との連携に
係る実績を有する事業者であることが求めら
れ、これを満たし、より大きな効果が見込まれ
る者は、南部圏域で障害者就業・生活支援セ
ンター業務を受託している同法人であることか
ら契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

137
障害福祉
課

沖縄県特別障
害者手当等業
務システム開
発業務

令和4年5
月10日

27,985,210 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
17番１号

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

本契約は、特別障害者手当等支給事務を効率
的かつ円滑に実施するためのシステム開発で
ある。公募型プロポーザル方式によって、価格
以外に専門的な技術、高度な創造性等を評価
した結果、当該団体を選定することとなった。

特命随意
契約

138
障害福祉
課

令和４年度沖
縄県ゆうあいス
ポーツ大会委
託事業

令和4年5
月13日

3,000,000

公益社団法人沖縄県手
をつなぐ育成会・一般社
団法人沖縄県知的障害
者福祉協会共同事業体

那覇市首里石嶺町４丁目
373番地１

第167条の２
第１項第２号

　本大会の運営にあたっては、障害者スポーツ
に関する知識と知的障害者の特性に応じた細
やかなサポートが必要である。当該法人は、同
大会をこれまでも円滑に実施してきており、知
的障害者スポーツに関する知識や特性に応じ
た細やかな支援を行ってきている。県内で、こ
のような支援が可能なのは、同共同事業体だ
けであることから、特命随意契約の相手方とし
て選定した。

特命随意
契約

139
障害福祉
課

令和４度沖縄
県精神障害者
地域移行・地域
定着支援事業
（精神障害者支
援の障害特性
と支援技法を
学ぶ研修）

令和4年5
月27日

1,238,000
沖縄県精神保健福祉士
協会

那覇市首里石嶺町4丁目
373番地1

第167条の２
第１項第２号

本研修事業には、精神障害者への特性理解
や支援方法ついての十分な知識と理解が必要
で、さらに障害分野と介護分野の施設及び
サービス提供事業所の従事者を対象としてい
ることより、障害分野、介護分野のサービス提
供事業所の内情を理解している点や普段から
の連携が求められている。
　 沖縄県精神保健福祉士協会は、精神障害
者への支援における知識は当然ながら、医療
機関、地域援助事業所、行政等の多機関に所
属する各会員の持つ人脈や事例を活用し、本
研修を最も効率的に遂行できる団体であること
から、当該団体へ随意契約により事業を委託
する。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

140
障害福祉
課

福祉・介護職員
処遇改善支援
事業補助金支
払等業務委託
事業

令和4年5
月31日

9,535,588
沖縄県国民健康保険団
体連合会

沖縄県那覇市西3丁目14
番18号

第167条の2
第1項第2号

　国は、都道府県から事業者への補助金の支
払について、その重要性に加えて対象事業所
が相当数にのぼることから、各都道府県が国
民健康保険団体連合会へ支払事務等を委託
して行うことを想定している。
　沖縄県国民健康保険団体連合会が有するシ
ステムを活用することにより、補助金額の算定
及び支払が迅速かつ適切に執行できるように
なるため、当該団体を契約の相手方として選
定した。

特命随意
契約

141
障害福祉
課

緊急時の応援
に係るコーディ
ネート機能の
確保事業

令和4年6
月1日

2,000,000
一般社団法人沖縄県知
的障害者福祉協会

沖縄市知花6丁目36番2
号

第167条の2
第1項第2号

　本事業においては、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大に備えて、平時から施設等の関
係団体等と連携・調整を行い、施設等で感染
者が発生した場合は、地域の他の施設等と連
携して当該施設等への支援等を行う必要があ
る。
　当該団体は、知的障害者（児童含む）の福祉
の増進を図ることを目的に県内44団体が加盟
する団体であり、加盟団体の事業所等への研
修や講演会、交流事業、広報・啓発活動等を
行うなど施設間のネットワークを活用した各種
事業を実施できるほか、公益財団法人日本知
的障害者福祉協会に加盟し、全国の実践的な
取り組み等の情報が得られるなど、本事業の
円滑かつ効果的に実施できるため、当該団体
を契約の相手方として選定した。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

142
障害福祉
課

令和４年度沖
縄県障害者社
会参加促進事
業等委託

令和4年6
月14日

2,138,977
（一社）沖縄県言語聴覚
士会

沖縄県中頭郡中城村字
南宇南上原365-13　kid's
デイあうる内

第167条の２
第１項第２号

　本委託事業は、失語症向け意思疎通支援者
養成研修を実施するものである。失語症者向
け意思疎通支援者養成研修の実施には、指導
者を養成するため、一般社団法人日本言語聴
覚士会が実施する失語症者向け意思疎通支
援者指導者研修へ派遣する必要がある。その
内容の特殊性から､参加者は各都道府県の言
語聴覚士会から派遣することとされている。
よって、県内唯一の言語聴覚士会である当該
事業者に委託することが最も適切であることか
ら、特命随意契約を行う。

特命随意
契約

143
消費・くらし
安全課

令和４年度消
費生活相談等
業務委託

令和4年4
月1日

29,129,773
特定非営利活動法人
消費者センター沖縄

那覇市首里石嶺町４丁目
144番８号

第167条の２
第１項第２号

消費生活相談員は消費者安全法第10条の３
第１項の規定により、消費生活相談員資格試
験に合格した者又はこれと同等以上の専門的
な知識及び技術を有すると都道府県知事が認
める者でなくてはならず、そのような人材を有
し、相談業務に従事させられる法人は県内一
法人のみであるため、契約の相手方として選
定した。

特命随意
契約

144
消費・くらし
安全課

令和４年度消
費者教育コー
ディネート事業

令和4年5
月2日

6,721,999 株式会社琉球新報開発
那覇市港町２丁目16番１
号７階

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行い左の
社から応募があった。企画提案内容等を選定
委員会において審査したところ、左の社の提案
内容は仕様書に沿ったものであり、講座内容も
優れていると評価されたことから、契約の相手
方として選定した。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

145
消費・くらし
安全課

令和４年度犯
罪被害者等支
援事業業務委
託

令和4年4
月1日

5,954,000
公益社団法人沖縄被害
者支援ゆいセンター

那覇市旭町116番地37
第167条の２
第１項第２号

公益社団法人沖縄被害者支援ゆいセンター
は、「犯罪被害者等早期援助団体」として沖縄
県公安委員会から県内で唯一指定を受け、犯
罪被害直後から中・長期にわたり犯罪被害者
等に対する支援を実施している。同センター
は、日頃より支援活動員の養成・資質向上に
取り組むなど、犯罪被害者等の被害の早期回
復及び軽減を図るための組織的支援体を確保
しており、そのような団体は同センター以外に
ない。

特命随意
契約

146
消費・くらし
安全課

揮発油税等軽
減措置政策効
果検証事業

令和4年5
月2日

13,998,270

株式会社日本能率協会
総合研究所・株式会社サ
ン・エージェンシー共同企
業体

那覇市字上之屋３１４番
地２

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行い左の
社から応募があった。企画提案内容等を選定
委員会において審査したところ、左の社の提案
内容は仕様書に沿ったものであり、揮発油税
等軽減措置の効果を適切に検証できるものと
評価されたことから、契約の相手方として選定
した。

147
消費・くらし
安全課

沖縄県食品ロ
ス削減推進施
策支援事業

令和4年4
月21日

6,742,000
日本エヌ・ユー・エス株式
会社

東京都新宿区西新宿７丁
目５番地25号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。企画提案審査会にお
いて審査したところ、左の社の提案の採点が
最も高かったため、契約の相手方として選定し
た。

148
女性力・平
和推進課

令和４年度ちゅ
らうちなー草の
根平和貢献賞
表彰事業業務
委託

令和4年5
月31日

2,000,000
有限会社アイディー・ブラ
ンド

那覇市銘苅１－２－２２
前幸ビル３０１

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、平和に関する身近な社会貢献活
動に取り組む者を表彰することにより、平和で
豊かな地域社会の実現に寄与することを目的
とするものである。公募型プロポーザル方式に
より、「共通事項」「自主提案」等を評価した結
果、当該団体を選定することとなった。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

149
女性力・平
和推進課

令和４年度地
域人権啓発活
動活性化事業
業務委託

令和4年6
月29日

1,778,000
琉球フットボールクラブ株
式会社

沖縄市安慶田５－１－16
２階

第167条の２
第１項第２号

　本事業をより充実した内容にし、円滑な事業
の推進を図るため、価格以外の条件を重視す
る必要がある。公募型プロポーザル方式によ
り、「共通事項」「自主提案」等を評価した結
果、当該団体を選定することとなった。

150
女性力・平
和推進課

令和４年度性
暴力被害者ワ
ンストップ支援
センター相談支
援業務

令和4年4
月1日

57,492,345
公益社団法人沖縄県看
護協会

南風原町字新川２７２番
地１７

第167条の２
第１項第２号

(1) 医療機関等との連携のノウハウと実績を有
し、効率的に業務を実施できる。(2) 看護師を
中心としたネットワークを有し、相談支援員等
に適切な人材を確保できる。(3) 独自に研修セ
ンターを有し、効率的、効果的な研修の実施に
より人材の育成が図れる。(4) 性暴力被害者ワ
ンストップ支援センター運営検証委員会の構成
機関であり、センター運営上の課題について具
体的、迅速な検討が可能である。(5) 平成26年
度から令和３年度の８年間、本委託契約を締
結しており、これまでの経験等から効率的な業
務が実施できる。(6) 被害者の安全の確保や
プライバシー保護について公平・中立な対応が
できる。等の理由により、相談支援業務を的確
かつ効果的に実施できる唯一の機関である。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

151
女性力・平
和推進課

令和４年度ＤＶ
防止対策事業

令和4年4
月1日

9,999,984
更生保護法人がじゅまる
沖縄

那覇市首里平良町１－29
－４

第167条の２
第１項第２号

⑴保護観察所などの更生保護機関等との連携
のノウハウと実績を有し、効率的に業務を実施
できる。⑵犯罪や非行を犯した者の自立更生
に必要な保護を行うことにより、その者の更生
を図ることを目的とした施設であり、当該ＤＶ防
止対策事業とは「更生」という同じ目的を持って
いることから、同法人がこれまで蓄積してきた
ノウハウを授受できる。⑶加害者のプライバ
シー保護について公平・中立な対応ができる。
⑷ＤＶ加害者防止に関する取組を行っている
団体は、全国でも少なく、県内では同法人のみ
であり、ＤＶ防止対策事業に携わることができ
る人材を有するとともに、当該事業を行う上で
の体制が整備されている。等の理由により、Ｄ
Ｖ加害者更生相談窓口の設置及びＤＶ防止教
育を的確かつ効果的に実施できる唯一の機関
である。

特命随意
契約

152
女性力・平
和推進課

対馬丸平和学
習交流事業委
託業務

令和4年6
月2日

4,227,000 株式会社国際旅行社
那覇市久茂地３丁目４番
10号

第１６７条の
２第1項第２

号

　本事業は、悲惨な沖縄戦の歴史を正しく継承
していくため、沖縄県内の小中学生が対馬丸
事件の生存者や犠牲者が流れ着いた鹿児島
県大島郡宇検村を訪れ、対馬丸事件の歴史を
通して戦争の悲惨さと平和の尊さを学ぶととも
に、同地域及び周辺地域（大和村、瀬戸内町）
の小中学生と交流することを目的とするもので
ある。
　公募型プロポーザル方式により「平和学習交
流研修」「実施体制」等を評価した結果、契約
の相手方とした。



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

153
女性力・平
和推進課

令和４年度第
32軍司令部壕
保存・公開検討
委員会におけ
る会議支援・技
術助言業務委
託

令和4年5
月18日

7,805,000
日本工営株式会社沖縄
支店

那覇市壷川３丁目５番地
１

第167条の２
第１項第２号

　本事業は第32軍司令部壕保存・公開検討委
員会の運営にあたり、資料のたたき台作成、
関係者ヒアリング、壕内の環境データやこれま
での経緯等の資料整理・説明等を行うもので
ある。
　日本工営株式会社沖縄支店は、過去に実施
した試掘調査や壕内環境データ収集業務、現
在までの壕の維持管理等を受託していること
に加えて、前年度の会議支援・技術助言業務
を受託しており、本業務を的確かつ効率的に
実施できる機関であることから契約の相手方と
して選定した。

特命随意
契約

154
沖縄県平
和祈念資
料館

情報システム
運用支援業務
委託

令和4年4
月1日

1,320,000
富士通Japan（株）沖縄支
社

那覇市久茂地1-12-12
第167条の２
第１項第２号

　資料館情報システムは展示情報、図書文献
検索、業務OAのシステム等により展示情報の
管理、図書の検索、入館者・施設使用の情報
管理等がなされている。委託業者は資料館情
報システムを開発した業者であり、同社以外で
の対応は困難である。

特命随意
契約

155
沖縄県平
和祈念資
料館

寄贈受入補助
業務委託

令和4年4
月1日

4,700,000
（公財）沖縄県平和祈念
財団

糸満市字摩文仁444
第167条の２
第１項第２号

　令和３年度に沖縄戦の遺骨・遺物収集家か
ら約10万点の寄贈依頼があり、危険物や銃刀
法等に抵触するものも大量に含まれると予想
される。遺物の運搬等の取り扱い、調査など丁
寧かつ素早い対応が要求され、長年遺骨や遺
物調査に携わる同財団以外では対応すること
が困難である。
　また、大量の遺物を受け入れる当館職員へ
の補助も、旧資料館以来、当館の寄贈対応に
指導・助言を行ってきた同財団でなければ対
応することができない。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

156
女性力・平
和推進課

沖縄県男女共
同参画センター
事業委託業務

令和４年
４月１日

35,083,000 （公財）おきなわ女性財団
沖縄県那覇市西３丁目11
番1号

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県男女共同参画センターは、男女共同
参画社会の実現を目指し設立された当該施設
の設立目的を達成するため施設であり、業務
内容が専門性が高く、ノウハウを有する者を選
定する必要がある。
　当該団体は、男女共同参画社会の実現に向
けた意識啓発、調査研究等を行うことにより男
女共同参画社会づくりに寄与することを目的に
県が設立した公益財団である。

特命随意
契約

157
女性力・平
和推進課

沖縄県男女共
同参画センター
事業委託業務

令和４年
４月１日

8,712,000 （公財）おきなわ女性財団
沖縄県那覇市西３丁目11
番1号

第167条の２
第１項第２号

　本事業は、女性人材の育成や女性が活躍し
やすい環境を整備するための啓発事業等を実
施して、業務内容が専門性が高く、ノウハウを
有する者を選定する必要がある。
　当該団体は、男女共同参画社会の実現に向
けた意識啓発、調査研究等を行うことにより男
女共同参画社会づくりに寄与することを目的に
県が設立した公益財団であり、沖縄県の男女
共同参画行政業務を実施できる唯一の機関で
ある。

特命随意
契約



子ども生活福祉部　における随意契約の実績　　（令和４年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

158
女性力・平
和推進課

令和４年度「平
和の礎」追加刻
銘等工事業務
委託

令和4年4
月20日

2,279,530
沖縄県石材事業協同組
合

那覇市字上間485番地の
１

第167条の２
第１項第２号

　「平和の礎」は、沖縄戦などで亡くなられたす
べての人々の氏名を刻んだ記念碑として平成
７年に建設し、以降、ご遺族などからの申告に
基づき、戦没者の追加刻銘や誤りによる刻銘
修正などを毎年行っている。
　今年度も刻銘工事を実施する必要がある
が、刻銘に使用してる文字書体は特殊なもの
であり、その書体を刻銘する機材は、県内では
沖縄県石材事業協同組合のみが有している。
　「平和の礎」は全ての記念碑が一体となって
機能発揮するものであり、全ての刻銘が密接
不可分な関係であることから、建設当時と同じ
書体を使用する必要があり、書体を刻銘する
機材を有している当該事業者でなければ実施
が困難である。
　また、本工事は毎年６月23日の慰霊の日に
間に合うように工事を完了することが条件であ
り、急を要するものであることから、県内で機材
を有する当該事業者が行うことにより、的確な
施工及び工期の短縮が期待できる。

特命随意
契約

159
青少年・子
ども家庭課

沖縄県ヤング
ケアラー実態
調査業務委託

令和4年6
月30日

18,315,000
株式会社サーベイリサー
チセンター沖縄事務所

沖縄県那覇市久茂地３－
21－１

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ３社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定審査会において審査したとこ
ろ、左の社の提案は調査結果の分析等の評価
が高く、総合得点でも最も高得点であったた
め、契約の相手方として選定した。

160 若夏学院
令和４年度生
鮮食品売買単
価契約

令和4年4
月1日

1,700,000 首里天ぷら屋
那覇市首里石嶺町３丁目
３０－９

地方自治法
施行令第167
条の2第1項

第６号

①複数単価契約で競争入札になじまない。②
食材の加工、新鮮な食材の配達による提供、
発注量や献立変更への対応等の実績がある
こと。また、当院近郊にある他の店舗では当院
の契約内容になじまないためである。

特命随意
契約


